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熊本県議会 決算特別委員会会議記録第 ４ 回

平成20年10月７日（金曜日）

午前10時00分開議

午前11時38分休憩

午後１時１分開議

午後２時00分休憩

午後２時６分開議

午後２時48分閉会

本日の会議に付した事件

議案第27号 平成19年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について

議案第34号 平成19年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定について

議案第35号 平成19年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について

議案第36号 平成19年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

議案第41号 平成19年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て

議案第43号 平成19年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付に係る県債償還等特

別会計歳入歳出決算の認定について
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監理課長 鷹 尾 雄 二

用地対策課長 清 田 隆 範

首席土木審議員兼

道路整備課長 戸 塚 誠 司

道路保全課長 西 山 隆 司

河川課長 野 田 善 治

港湾課長 大 塚 徹

都市計画課長 船 原 幸 信

土木審議員兼

景観公園室長 大 谷 祐 次

新幹線都市整備課長 佐 藤 國 一

下水環境課長 中 庭 安 一

建築課長 生 田 博 隆

営繕専門監兼
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出納局職員出席者

会計管理者兼

出納局長 宮 田 政 道

首席会計審議員兼

会計課長 藤 本 玉 留

監査事務局職員出席者

事務局長 金 田 和 洋

事務局職員出席者

議事課課長補佐 上 村 浩 誠
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午前10時00分開議

○早川英明委員長 おはようございます。

ただいまから第４回決算特別委員会を開会

いたします。

本日は、初めに環境生活部の審査を行い、

その後、午後１時から土木部の審査を行うこ

ととしております。

それでは、これより環境生活部の審査を行

います。

まず、環境生活部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長から順番に説明をお願いし

ます。

なお、着座のまま説明は結構でございま

す。

初めに、村田環境生活部長。

○村田環境生活部長 それでは、着座をお許

しいただきましたので、このまま御説明を申

し上げます。

平成19年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、環境生活部関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。

御指摘をいただきました「水俣病対策につ

いては、いろいろな情勢変化はあるが、認定

検診数も当初見込みより下回っているので、

検診医の確保を図るなど認定業務の促進に取

り組むこと。」に関しての措置状況でござい

ますが、検診医の確保につきましては、昨年

度新たに、神経内科医１名、眼科医１名の確

保ができましたが、まだ十分な確保ができて

いない状況であり、今後も、医師確保のた

め、国や公的医療機関等に依頼を行っていく

ことといたしております。新たな救済策が実

現に至っていない中、認定審査が進捗しない

状況となっておりますが、審査の前提となる

疫学調査や検診業務につきましては、できる

限り実施するように努めてまいりました。

次に、御指摘をいただきました「新幹線騒

音については、調査の結果、環境基準を超え

た場合は、国と連携して積極的に取り組むこ

と。」に関しての措置状況でございますが、

昨年度、環境省の委託事業として、平成16年

度に環境基準を超過した６地点を再調査しま

した結果、依然として４地点が超過のため、
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本年７月24日に、鉄道・運輸機構及びＪＲ九

州に対して、引き続き騒音対策を講じるよう

要請をしたところでございます。

次に、環境生活部の決算概要について御説

明申し上げます。

当部の決算に関連します会計は、一般会計

及び熊本県のチッソ株式会社に対する貸し付

けに係る県債償還等特別会計の２会計でござ

います。

まず、これらの２会計を合わせた歳入の決

算状況でございますが、収入済額は129億8,5

00万円余で、不納欠損額、収入未済額はござ

いません。

次に、２会計合わせた歳出の決算状況でご

ざいますが、予算現額192億7,200万円余に対

しまして、支出済額184億7,600万円余で、翌

年度繰越額1,100万円余、不用額７億8,400万

円余となっております。なお、執行率は95.8

％でございます。

不用額の主な内容といたしましては、水俣

病総合対策事業において、療養費等の支給額

が見込みを下回った等によるものでございま

す。

以上が平成19年度の決算の概要でございま

すが、詳細につきましては、各課長が御説明

いたしますので、よろしく御審議いただきま

すようにお願いを申し上げます。

○早川英明委員長 引き続き各課長の説明を

お願いします。

まず最初に、楢木野環境政策課長。

○楢木野環境政策課長 環境政策課長の楢木

野でございます。よろしくお願いいたしま

す。

初めに、定期監査の結果についてでござい

ますが、環境生活部のすべての課において公

表事項はございません。

続きまして、環境政策課の決算について御

説明いたします。

説明資料の２ページをお願いいたします。

まず、一般会計の歳入でございますが、使

用料及び手数料、国庫支出金、財産収入及び

次の３ページの繰入金、諸収入ともに不納欠

損及び収入未済額はございません。

続きまして、４ページをお願いいたしま

す。

一般会計の歳出でございます。

総務費の計画調査費でございますが、これ

は、エネルギー対策に関する事務事業でござ

います。223万6,000円の不用額は、経費節減

に伴う執行残でございます。

５ページをお願いいたします。

衛生費の公害対策費、これは、職員給与費

のほか、環境センター運営事業など、環境政

策を推進する事務事業でございます。1,132

万4,000円の不用額が生じておりますが、こ

れは、それぞれの事務事業における経費節減

に伴う執行残でございます。

次の諸支出金は、後ほど御説明いたします

チッソ株式会社に対する貸し付けに係る県債

償還等特別会計に関する繰出金でございま

す。

続きまして、６ページをお願いいたしま

す。

会計名に記されておりますけれども、熊本

県のチッソ株式会社に対する貸し付けに係る

県債償還等特別会計でございます。

チッソ株式会社に関する金融支援につきま

しては、平成12年２月に閣議了解された抜本

策に基づき支援措置が講じられており、平成

12年度から本特別会計において県債の約定償

還を行っております。

まず、歳入でございますが、不納欠損額及

び収入未済額はございません。

内容について御説明いたします。

１つ目の水俣湾堆積汚泥処理事業費分担金

及び負担金、これは、いわゆるヘドロ県債の

償還元金及び利子に係る負担金として、平成

19年度にチッソから受け入れたものでござい
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ます。

２つ目のチッソ貸付費、これは、いわゆる

患者県債の分でございまして、償還元金及び

利子に係る返済金として、同じくチッソから

受け入れたものでございます。

３つ目の水俣・芦北地域振興基金貸付費で

ございますが、これは、いわゆる設備県債の

分でございまして、県が財団を経由してチッ

ソに貸し付けました設備投資資金貸付金に関

する県債の償還利子に係る返済金として、財

団を経由したチッソからの返済金でございま

す。

４つ目の水俣病問題解決支援財団出資費で

ございますが、これは、いわゆる一時金県債

の分でございまして、県が財団を経由してチ

ッソに貸し付けました一時金に関する県債の

償還元金及び利子に対する一般会計からの繰

入金でございます。

７ページをお願いいたします。

５つ目ですけれども、支援措置費の国庫支

出金でございます。

チッソ支援の抜本策におきましては、毎年

度、県債償還額のうち、チッソの自力返済額

を除いた額、チッソからの返済不足額に当た

りますけれども、これにつきまして、その８

割が国庫補助金として交付され、残り２割に

つきましては、県がいわゆる特別県債を発行

して、その元利償還金が地方交付税措置され

ることとなっております。

この国庫補助金は、平成19年度に、返済不

足額の８割相当分として交付された国庫補助

金でございます。

次の繰入金でございますが、これは、過去

に発行した特別県債の元利償還分として、平

成19年度に一般会計から繰り入れを行ったも

のでございます。

下段の県債でございますが、これは、返済

不足額の２割分として、平成19年度に発行し

た特別県債でございます。

おめくりいただきまして、８ページからが

特別会計の歳出でございます。

上段の水俣湾堆積汚泥処理事業費は、いわ

ゆるヘドロ県債、下段のチッソ貸付費は、い

わゆる患者県債に係ります元金及び利子償還

金でございます。

９ページをお願いいたします。

上段の水俣・芦北地域振興基金貸付費でご

ざいますが、これは、県が基金を通じてチッ

ソに貸し付けました、いわゆる設備県債に係

る元金及び利子償還金でございます。

下段の水俣病問題解決支援財団出資費、こ

れは、いわゆる一時金県債に関する元金及び

利子償還金でございます。

10ページに移らせていただきたいと思いま

す。

上段の支援措置費の特別貸付金でございま

すが、これは、平成19年度分の特別県債によ

るチッソへの貸付金でございます。

下段、公債費でございますが、これは過去

に発行した特別県債の元利償還金でございま

す。

なお、不用額は、利率変動に伴うものでご

ざいます。

以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。

○福留環境保全課長 環境保全課長、福留で

ございます。

説明資料の11ページをお願いいたします。

使用料及び手数料、国庫支出金、12ページ

の財産収入及び12ページから13ページの諸収

入、いずれも不納欠損額、収入未済額はござ

いません。

12ページの生活環境保全施設等整備資金貸

付金回収金につきましては、予算現額2,000

万円に対しまして調定額がゼロ円となってお

ります。これは、当該整備資金の貸し付けを

見込んでおりましたが、融資の申請がなく、

全く貸し付け実績がなかったためでございま

す。



- 5 -

次に、14ページをお願いいたします。

一般会計の歳出についてでございます。

まず、公害対策費でございます。

主な事業といたしましては、生活環境保全

施設等整備資金がございます。これは、生活

環境保全施設等の整備に対し融資あっせんを

行うものでございます。予算額１億1,350万

円余のうち支出済額は9,344万円余で、不用

額2,005万円余が生じておりますが、これ

は、生活環境保全施設等整備資金融資申請が

なかったことに伴う執行残でございます。

次に、公害規制費でございます。

主な事業といたしましては、大気汚染監視

調査事業がございます。これは、大気環境の

常時監視や環境調査を行うものでございま

す。予算額１億2,345万円余のうち支出済額

は１億1,466万円余で、不用額は878万円余生

じておりますが、これは、ダイオキシン類対

策事業及び大気汚染監視調査事業等の入札に

伴う執行残でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

よろしくお願いいたします。

説明資料の15ページをお願い申し上げま

す。

一般会計の歳入についてでございます。

使用料及び手数料、国庫支出金、16ページ

の財産収入、繰入金及び16ページから17ペー

ジの諸収入、いずれも不納欠損額、収入未済

額等はございません。

次に、18ページをお願い申し上げます。

一般会計の歳出についてでございます。

まず、一般管理費でございます。

内容といたしましては、職員の時間外勤務

手当、赴任旅費等でございます。

次に、企画総務費でございます。

内容といたしましては、水環境課の職員21

名の給与費でございます。

次に、計画調査費でございます。

不用額の欄をごらんいただきますと178万

円余生じておりますが、これは、水資源調査

調整事業の一般需用費の執行残等でございま

す。

主な事業につきましては、備考欄に記載し

てございますが、工業用水道事業貸付金、そ

れから地下水保全のための白川中流域の水田

湛水についての調整事務費等を内容とするも

ので、水循環系構築推進事業等がございま

す。

19ページをお願い申し上げます。

公害対策費でございます。

不用額150万円余が生じておりますが、こ

れは、熊本地域の地下水保全対策事業等の入

札に伴う執行残等でございます。

主な事業の欄でございますが、備考のとこ

ろでございます。地下水位監視事業、節水推

進事業等がございます。

次に、下段の公害規制費でございます。

不用額の欄、917万円余が出ております

が、これは、水質環境監視事業等の入札に伴

う執行残でございます。

主な事業といたしましては、備考欄、公共

用水域や地下水の水質監視事業等がございま

す。

次に、20ページをお願い申し上げます。

環境整備費でございます。

不用額の欄、948万円余が生じております

が、これは、水質検査が見込みよりも少なか

ったことに伴う執行残でございます。

主な事業といたしましては、備考欄でござ

いますが、市町村水道事業の指導監督、個人

の飲用井戸の衛生対策としての水質調査等を

行う上水道費等がございます。

次に、その下欄でございます。

工業用水道事業会計繰出金でございます。

これにつきましては、予算額、支出済額と

もに２億1,358万4,000円で、不用額はござい

ません。



- 6 -

工業用水道事業会計繰出金は、企業局が行

います有明工業用水道事業会計の企業債の償

還金及び利子に対する一般会計からの繰出金

でございます。

水環境課は以上でございます。よろしくお

願い申し上げます。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

決算について御説明させていただきます。

まず、歳入について御説明いたします。

説明資料の21ページをお願いいたします。

使用料及び手数料、財産収入等に不納欠損

額、収入未済額はございません。

なお、３つ目の欄の狩猟関係手数料の予算

現額と収入済額との比較がマイナス82万5,00

0円となっておりますけれども、これにつき

ましては、狩猟免許等の申請件数が当初見込

みを約400件ほど下回ったことによるもので

ございます。

一番下の下段の土地売払収入として、南阿

蘇国民休暇村用地売払、約30.9ヘクタールを

環境省へ１億3,530万円で売り払っておりま

す。

なお、この内容につきましては、附属資料

の２ページに掲載しております。財産処分一

覧というふうなことで掲載しておりますの

で、後ほどごらんいただきたいと思います。

説明資料の22ページをお願いいたします。

諸収入につきましても、不納欠損及び収入

未済額はございません。

23ページをお願いいたします。

歳出について、主なものを御説明いたしま

す。

農林水産業費の鳥獣保護費につきまして

は、鳥獣保護思想の普及啓発及び有害鳥獣対

策等に要する経費でございますけれども、不

用額601万2,000円につきましては、特定鳥獣

適正管理事業等の経費節減に伴う執行残でご

ざいます。

次に、自然保護費の不用額250万7,000円に

つきましては、希少野生動植物保護対策事業

等の経費節減に伴う執行残でございます。

最後に、商工費について御説明いたしま

す。

観光費につきましては、自然公園内の施設

の整備、あるいは維持補修等に要する経費で

ございますけれども、不用額95万6,000円に

つきましては、自然公園利用事業等の経費節

減に伴う執行残でございます。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。

○山本廃棄物対策課長 廃棄物対策課の山本

でございます。

まず、歳入でございますが、お手元の24ペ

ージを引き続きお願いをいたします。

まず、使用料・手数料、国庫支出金、財産

収入並びに、25ページになりますけれども、

諸収入につきましては、不納欠損額及び収入

未済額はございません。

使用料及び手数料につきましては、予算現

額と収入済額との比較で合計404万2,000円の

差額がございますが、産業廃棄物の収集運搬

業の更新許可等につきまして、見込みより申

請が少なかったためでございます。

次に、26ページをお願いいたします。

歳出について御説明申し上げます。

衛生費のうち公害対策費は、職員給与費で

ございます。

次に、環境整備費についてでございます

が、これは、当課が行っております廃棄物の

適正処理の推進や３Ｒの推進などの事務事業

に要する経費でございます。1,407万2,000円

の不用額が生じておりますが、主に、経費節

減、入札及び補助金交付額の確定に伴う執行

残でございます。翌年度繰越額といたしまし

て1,176万円が生じておりますが、これにつ

きましては、附属資料で御説明を申し上げま

す。
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済みません、お手元の附属資料の１ページ

をお願いいたします。

繰越事業につきましては、公共関与推進事

業でございますが、基本設計に係ります経費

でございますが、1,176万円の繰越額になっ

ております。繰り越しの理由といたしまして

は、基本設計を発注いたしました後に、地元

の要望、それに伴います追加測量等の対応の

必要が生じまして、不測の日数を要したため

でございます。

以上でございます。よろしくお願いをいた

します。

○谷﨑水俣病保健課長 水俣病保健課の谷﨑

でございます。よろしくお願いいたします。

説明資料の27ページをお願いいたします。

まず、歳入に関しましては、国庫補助金で

ございますが、不納欠損額、収入未済額とも

ございません。予算現額と収入済額との差額

が3,626万9,000円ございますが、これは、そ

の下の欄にあります水俣病総合対策事業費補

助の医療費の支給実績が、当初見込みを下回

ったために生じたものでございます。

次に、国庫委託金でございますが、不納欠

損額、収入未済額ともございません。予算現

額と収入済額との差額が４億4,814万2,000円

ございますが、これは、水俣病関係実態調査

委託金におきまして、与党水俣病問題に関す

るプロジェクトチームの方針決定によりまし

て、水俣病被害者の方々の症状や日常生活の

支障の状況等を把握するために、認定申請者

及び保健手帳交付者を対象に、国の全額負担

によりまして実施いたしましたアンケート調

査の回数が当初見込みの５回から２回に変更

されたために生じたものでございます。

次のページをお願いいたします。

諸収入につきましては、不納欠損額、収入

未済額ともございません。

続きまして、29ページをお願いいたしま

す。

歳出でございますが、公害保健費につきま

して、不用額５億8,347万6,000円となってお

りますが、これは、先ほど申し上げました実

態調査受託事業に係るアンケート調査と水俣

病総合対策事業に係る医療費の支給実績が当

初見込みを下回ったために生じたものでござ

います。

翌年度への繰越額はございません。

以上、よろしく御審議のほどをお願いいた

します。

○田中水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。

資料の30ページをお願いいたします。

まず、歳入でございますが、国庫支出金に

つきましては、不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。予算現額と収入済額との差額が

1,788万8,000円ございますが、内訳としまし

て、その下の欄にございます公害健康被害補

償事業事務交付金、これは、水俣病の認定検

診や認定審査会の開催などの認定業務に要す

る経費につきまして２分の１が交付されるも

のでございますが、これと、その下の水俣病

総合対策事業費補助、これは、水俣病認定申

請者に対しまして医療費の助成を行う治療研

究事業に要する経費につきまして２分の１が

補助されるものでございますが、いずれも当

初の見込みを下回ったため、それぞれ予算と

の差額が生じたものでございます。

次に、諸収入でございますが、不納欠損

額、収入未済額はございません。

続きまして、31ページをお願いいたしま

す。

歳出でございますが、公害保健費につきま

しては、不用額9,084万8,000円となっており

ますが、これは主に、歳入で御説明しました

ように、水俣病の認定業務及び水俣病認定申

請者治療研究事業の実績が当初見込みを下回

ったため生じたものでございます。

翌年度への繰越額はございません。
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以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○山地食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。

資料の32ページをお願いいたします。

まず、歳入に関する調べでございますが、

使用料等及び諸収入とも不納欠損額、収入未

済額はございません。

次のページをお願いいたします。

歳出についてでございますが、まず、民生

費の消費者行政推進費は、当課及び消費生活

センター職員の人件費のほか、消費者被害防

止、事業者指導、消費生活相談等に係る経費

でございます。不用額362万円余が生じてご

ざいますが、消費生活センターの清掃や保守

点検委託等の入札残のほか、主に消費者行政

推進対策事業及び消費者啓発事業等の経費節

減に伴う執行残でございます。

次の農林水産業費の農業総務費は、食の安

全安心及び食育推進に係る経費でございま

す。不用額211万円余につきましては、主

に、食の安全安心確保対策事業、食育総合推

進事業等の経費節減に伴う執行残でございま

す。

以上、よろしくお願い申し上げます。

○髙野交通・くらし安全課長 交通・くらし

安全課長の髙野でございます。よろしくお願

いいたします。

資料の34ページをお願いいたします。

まず、歳入についてでございますが、諸収

入について、不納欠損額、収入未済額はござ

いません。

次に、35ページをお願いいたします。

歳出についてでございますが、交通安全対

策促進費の不用額85万円余並びに諸費の不用

額132万円余につきましては、指導奨励費等

における経費節減に伴う執行残でございま

す。

次に、36ページをお願いいたします。

青少年育成費の不用額152万円余につきま

しては、少年保護育成条例実施事業等におけ

る経費節減に伴う執行残でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○佐藤人権同和対策課長 人権同和対策課長

の佐藤でございます。よろしくお願いいたし

ます。

説明資料の37ページをお願いいたします。

歳入につきまして御説明いたします。

国庫支出金及び諸収入について、不納欠損

額及び収入未済額はございません。

次に、38ページをお願いいたします。

歳出につきまして御説明いたします。

総務費の総務管理費について、163万円余

の不用額が生じております。これは、人権施

策推進事業における経費節減に伴う執行残で

ございます。

次に、民生費の社会福祉費について、９万

円余の不用額が生じております。これは、隣

保館運営費補助等における経費節減に伴う執

行残でございます。

以上でございます。よろしく御審議お願い

いたします。

○福岡人権センター長 人権センターでござ

います。よろしくお願いいたします。

説明資料の39ページをお願いいたします。

まず、歳入でございますが、国庫支出金、

諸収入、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。

次に、歳出でございますが、40ページをお

願いいたします。

総務費の総務管理費につきまして、669万

円余の不用額が生じております。これは、県

民の人権意識の高揚を図るための人権教育・

啓発総合推進事業等における経費の節減に伴

う執行残でございます。
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以上でございます。よろしく御審議のほど

お願いいたします。

○早川英明委員長 それでは、以上で環境生

活部の説明が終わりましたので、質疑にただ

いまから入りたいというふうに思います。

委員の先生方、何かございませんか。

山口先生、ありませんか。

○山口ゆたか委員 水環境の方にちょっとお

聞きします。

歳出に対してなんですけれども、工業用水

道事業への繰出金がございますけれども、記

憶では、企業局、公営企業に対して繰り出し

基準があったと思いますけれども、その中

で、今、先ほどの説明の中で有明の分だとい

うことでありますけれども、その交付税とか

の中で認められた繰り出し基準の何％ぐらい

使ってこの２億1,000万円というのが出てい

るのか、ちょっとそのあたりの理由というの

を教えていただければというふうに思います

けれども。

○小嶋水環境課長 着座のまま失礼いたしま

す。水環境課でございます。

先ほど御説明いたしました企業局への繰出

金と、もう１つ、貸付金というのがあったか

と思います。これにつきましては、有明工業

用水に伴う企業局への繰出金ということで、

まず２億1,300万円ということで先ほど御説

明したところでございます。

この繰出金につきましては、先生御指摘さ

れましたように、一般的に、総務省の方で指

導をやっております公営企業への繰り出し基

準といいますか、指導方針みたいなものが、

ほかの公営企業等にはそれぞれ、例えば病院

でありますとか、設けられておりますけれど

も、この工水につきましては、必ずしもこの

総務省が決めましたルールによって出してい

るということではなしに、県の方でつくりま

した繰り出しルールに基づきまして、一応企

業局への繰り出しを行っていると。

その内容といたしましては、施設整備に伴

う元金償還の約半分と、それから利子分のう

ち、工水の未活用部分といいますか、未利用

部分につきまして一般会計から繰り出すとい

うルールをつくって今まで繰り出してきてい

るところでございます。

具体的に申し上げますと、有明工水の場合

には、約３割ぐらいが、稼働といいますか、

活用をいたしておりますので、施設の遊休率

といたしましては0.695ということで、約７

割ぐらいが遊休率になっておりまして、その

分を掛けましてこの繰出金を支出していると

いうことでございますので、ただいまおっし

ゃっておられます、交付税の中でどのぐらい

その分が当たっているかということにつきま

しては、ちょっと把握をしていないところで

ございます。

○山口ゆたか委員 そういった中で、総務省

のその繰り出し基準も、相当な理由をつけな

さいよということで今説明があったんですけ

れども、今後やはり繰り出しという考え方を

もう一度見つめなさいよと、公営企業のやっ

ぱり健全性を保つためにそういう指導もあっ

ているんですけれども、今後、このあたり、

繰出金についてはどのように臨まれるのか、

今後をお聞かせいただければと思います。お

願いします。

○小嶋水環境課長 この有明工水につきまし

ては、もともと相当程度、収支についてはか

なり厳しい中で、この企業局の方で引き受け

て、一応工業用水の供給事業というものが、

それぞれ施設整備等もなされてきたところで

ございます。

先生がおっしゃっておられますように、企

業局の中でも相当程度経営努力等もなされて

おります。そういった形の中で、この繰り出
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しにつきましても一応ルールはルールとして

ございますけれども、そうした努力等につき

ましても、きちっと知事部局の方でも見なが

ら、今後引き続き検討していきたいと、そん

なふうに思っております。

一応今の段階では、こういうルールで繰り

出すという形になってございます。

○山口ゆたか委員 今後とも努力いただいて

よろしいでしょうか。

○小嶋水環境課長 はい。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○井手順雄副委員長 水環境さん、19ページ

の公害規制費の中で、有明海・八代海水質保

全調査事業、これはどういう事業なんですか

ね、具体的に御説明、お願いします。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

今御質問ございました有明海・八代海の水

質保全調査事業でございますけれども、これ

につきましては、有明海、八代海におきます

汚濁負荷量の調査、それと水質の保全調査と

いうことで、それぞれの海域におきます採水

等をやりまして、そしてその水質の検査等を

行っている事業でございます。

○井手順雄副委員長 それはわかるんですけ

れども、どういうところをどのような方法で

どういう回数でとかいうのがわかったら教え

てください。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

これにつきましては、せんだっての厚生常

任委員会の中で冊子をたしか差し上げたかと

思います。平成19年度の水質調査の結果とい

うことで差し上げておるかと思いますが、そ

うした形で、県下全域で水質の調査計画をつ

くりまして、それぞれ調査を進めておりま

す。

具体的に申し上げますと、先ほど申し上げ

ました水質保全調査等につきましては、県の

方で計画を立てまして、例えば、有明海であ

りますと４地点、八代海でありますと７地

点、年間４回ほど、５月、８月、11月、２月

というふうな形でそれぞれ調査項目をつくり

まして、採水をいたしまして、分析をやって

いるところでございます。

○井手順雄副委員長 今、熊本県は、海砂利

採取削減計画というのを継続的にやられてお

りますが、そういう中で毎年５％なり何％な

り今削減しとるわけですたいね。そういう中

で、その削減する理由というのが、有明海に

環境負荷を与えるとか、八代海に環境負荷を

与えるとか、そういう理由でありますので、

その点に関しても、毎年毎年そういう流域で

調査をやられて、その結果こうであるという

のが毎年出されているというようなこととし

て理解してよろしいんですかね。

○小嶋水環境課長 水質につきましては、先

ほど申し上げましたように、それぞれの有明

海に設けられております水域がございます。

それで、その水域ごとに計画的に採水をして

調査をしておりますので。

○井手順雄副委員長 じゃあその海砂採取す

る近辺での調査というのはやっていないわけ

ですね、今のところ。

○小嶋水環境課長 海砂とリンクした形で調

査地点というものを設けて調査しているとい

う形ではないかと思います。

○井手順雄副委員長 じゃあ、どうして５％

ずつ削減する、どういうところでその環境悪

化がありますよというような提言、提案をし
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ているんですかね。水環境課長にお聞きしま

す。

○小嶋水環境課長 水環境課の方で、その海

域環境全体をちょっとそれぞれ採水をやって

分析をして監視をしておりますので、海につ

きましては、特に海域ごとに設けられており

ます類型ごとの環境基準を満たしているかど

うかという形での調査を中心にやっておりま

すので、そうした形での調査結果というもの

が出されているということだと思います。

○井手順雄副委員長 それは全体的な意味と

してはわかります。わかりますけれども、そ

ういうやっぱり県としての削減計画の中で削

減をしているわけですから、そういう中で調

査をしていかんとですたい。なら、５％削減

しましたから、ことしはどの程度でやりまし

たけれども、来年はこのくらいになるでしょ

うとか、そういう結果を出していかんば何の

検証もできてないんじゃないんですか。

言う意味、わかりますか。そうでしょう。

そういうところはそういうところでやって、

そういう削減計画をやっているところで、そ

の経緯というのをやはり示して、ああ、毎年

こんだけよくなっているんですよというふう

な結果を見せんとですよ、ただ、あなたたち

は計画をして削減していくだけですかという

話になるんですよ。そうでしょう。そこはや

ってないというのはおかしいですよ。ぜひと

もやっていただきたいと思います。

もう１つ、いいですか。

○早川英明委員長 どうぞ。

○井手順雄副委員長 23ページ、自然保護

課、鳥獣保護ということで、今ミカンの最盛

期にだんだん近づいてきておるわけでありま

して、また、山間部の山つきの作物等も今い

ろんな出荷がありますけれども、イノシシで

すたいね、イノシシの被害がとんと最近多い

と。谷尾崎、花園、あのかいわいですたい

な。

きのうもずっと農家の方をめぐって、ミカ

ンの状況とか調べて、いろんな農家の方々と

お話ししたところで、電気さくですたいな、

去年までは電気さくが個人でできよったけど

も――おととしか。去年からは、何か５軒１

組じゃないとそういう補助がおりないという

ような、何か厳しい、そういう補助関係に今

なってきよるという状況の中で、いわゆる猟

による駆除、これがなかなか県の許可がおり

ないと。そういう中で大変苦慮しているとい

うような話をお聞きしたんですたいね。その

辺の状況はどぎゃんでしょうか。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

イノシシの被害については、確かに、いろ

んな声といいますか、県下各地域からどうに

かしてくれというふうな声が来ているのは承

知しております。

ことしの２月に、国の方で、農林水産省の

方で被害対策特別措置法ができて、それに伴

って、少し市町村が主役になって動くという

格好はできておるところでございますけれど

も、まだ今からかなという状況はございま

す。

お尋ねの有害鳥獣駆除とかいうふうな話な

んですけれども、基本的に有害鳥獣の捕獲に

ついては、権限は今市町村に、イノシシの場

合はおろしております。県が扱うということ

はないんですけれども、県とすれば、自然保

護課とすれば、じゃあ何をやっているかとい

うふうな話ですけれども、もうすぐ狩猟が11

月から始まりますけれども、狩猟期における

緩和施策。今年度から、イノシシにつきまし

ては、ニホンジカに続きまして２番目の特定

鳥獣に現在指定しておりまして、ことしの猟

期から特定鳥獣にして、そして猟期におい
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て、休猟区においても特例休猟区という考え

方で指定しまして、撃っていいと、捕獲して

いいというふうな格好で臨むようにしていま

す。

こういった規制緩和施策をことしからやる

というふうなところでございます。

済みません、ちょっとまとまりませんで。

○井手順雄副委員長 いいです、いいです。

それは、ぶっちゃけた話、鳥獣の保護課が

許可出さんもんなと。県の方がやっぱり規制

が厳しいと。市はやろうというような気構え

があっても、やっぱりそういういろんな保護

をせないかぬという状況の中で面々に云いな

はっとが、県の方がもうちょっと緩和、今お

っしゃったごて緩和してくれればなというふ

うなことで、それをやっていくということで

あれば大いにいいことであって、やっぱりイ

ノシシというのは相当被害があるという状況

でありますもんですから、そこら辺はもうち

ょっと緩和措置というのをとっていただい

て、いろんな電気さくなんか金がかかります

から、そういう狩猟という形の中で退治して

いったらいいのかなと要望しておきます。

以上です。

○佐藤雅司委員 引き続き久保課長にお尋ね

をいたします。

23ページでございますが、１億300万円と

いう予算、不用額が250万円余出ているとい

うことでございます。そのうちの人件費が8,

800万円ということですね。

ということでございますが、この間、世界

文化遺産、阿蘇は残念ながらカテゴリーⅠａ

ということでちょっと漏れましたけれども、

いわゆる保護管理の基準といいますか、あん

まり広過ぎてうまくいかないということで、

まだ課題があるということでした。世界文化

遺産は、所管課は、県の文化課、教育庁・教

育委員会なんですが、そこら辺と何か調整は

とられましたかね。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

情報としては、世界文化遺産の情報は入手

しております。

現在、阿蘇周辺につきましては、昨年か

ら、自然公園施設ＵＤ整備事業の一環といた

しまして、草千里、あるいは阿蘇山上駐車場

のトイレについては少し改修を行ったと。こ

の後につきましても、仙酔峡のトイレにつき

ましては改修というふうなことを予定してお

るところで、少しでも阿蘇火山地域周辺の環

境改善に努めているところでございます。

○佐藤雅司委員 ちょっと私が申し上げたい

のは、教育委員会、文化課とどの程度協議を

されたかというところをちょっとお尋ねした

いと思いますけれども。

○久保自然保護課長 済みません、ちょっと

私とらえ方が悪いかもしれませんけれども、

私どもからということじゃなくて、会議が招

集されればそれに出ているという――ちょっ

と正確には覚えておりませんけれども。

○佐藤雅司委員 私が申し上げたい趣旨は、

今ちょっとおわかりになったかもしれません

が、予算が少ない、そしてしかも県として、

阿蘇の市町村と一緒に県も申請者になってい

るんですね、いわゆる世界文化遺産登録申請

の申請者になっているんですよ。県も一緒な

んですよ。

そういう中で、県の教育委員会が所管だか

らということでやっているわけですね。しか

し、あの中で漏れた中に、非常にこれからの

保全の状況、それから、阿蘇の広大な自然を

管理していく、全体的な管理の仕方が課題で

あるから選に漏れたんだというようなことが

実はあるんですよ。
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あの中、ちょっと久保課長見られました

か。

○久保自然保護課長 申しわけありません。

ちょっと十分承知はしておりません。

○佐藤雅司委員 おかしいですね。やっぱり

そういう県が世界文化遺産を目指すと言いな

がら教育委員会に任せておいて、実はここが

ものすごく大事なところなんですよ。阿蘇の

市町村も、開発との調和をできるだけ規制も

かけて、あるいはこれは条例もつくらないか

ぬわけですね、県も市町村も実は条例をつく

らんと。条例をつくって将来的な保全のこと

をきちっとやらないけん、文化遺産にならな

いということなんですよ。

そういう中での全体的な不用額が出てい

る、そして予算総額と人件費との関係、それ

から、事業についてやっぱり戦略的とは言え

ないんじゃなかろうかと思いますがね。そこ

のところ、これは環境生活部長にもちょっと

お尋ねしたいと思いますけれども。

○村田環境生活部長 いわゆる世界文化遺産

というものを前面に押し出した形で私どもの

今回の決算、あるいは今後の、現在の予算が

動いているのには非常に不十分な状況だとい

う認識を持っております。

今トイレの話が出ましたけれども、トイレ

についてわずかながら手を出せる状況ぐらい

が今の予算の状況でありまして、今の御指摘

の部分は、単に教育委員会だけではなくて、

県全体でそういう阿蘇というものをつくり上

げる、保全するというような予算を示すべき

ではないかという御指摘だと思いますが、そ

ういう意味では、今の我が部の体制としては

不十分というふうなことだと思います。

しかし、御指摘の中で我々としてどういう

ことができるか、それは研究してみたいと思

います。

○早川英明委員長 楢木野環境政策課長、何

か政策的にもありますか。

○楢木野環境政策課長 御指摘ありましたの

で、今部長が答弁したとおり、ちょっと部で

できることは検討していきたいと思います。

○佐藤雅司委員 実はもう１点、ちょっと申

し上げたいことがあるんですけれども、それ

は、環境省、阿蘇に九州地区野生生物事務所

というのがあります。そういったところと、

いわゆる阿蘇の自然、これを保全していく、

これは阿蘇火口を中心にした阿蘇外輪とか、

1,200平方キロという広大なところがあるわ

けですけれども、そうしたところを全体的

に、上の草原から下のいわゆるなりわいに至

るまで、ずっと環境省がいろいろやっている

わけですが、その辺との、日ごろから常々考

えておるわけですが、どうも環境省と県の自

然保護課、こういったところの連携というの

がうまくいってないんじゃないかなと、そう

いったところにこの予算のあらわれ、例えば

歳入の面で、環境省が、例えば県にいろんな

委託をしながら、いわゆる委託事業として県

の事業としてやってくださいよという部分が

ちょっと少ないんじゃなかろうかなという気

がいたしております。その辺の連携につい

て、もう一度久保課長にお尋ねします。

○久保自然保護課長 委員御承知と思います

けれども、阿蘇地域の事業については直轄事

業というふうなものもありまして、これにつ

いては十分日ごろから環境省の地方環境事務

所とは連携をとってやっているつもりでござ

います。

それと、ソフト面で草地再生というふうな

動きがございます。そういった部分について

も一緒になって連携を持ってやっているとこ

ろでございます。
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また、年に１回は、年に１回と言ったら非

常に語弊があるかもしれませんけれども、親

密さを保つというふうな部分で連絡会議等も

やっております。情報交換は十分やっている

つもりでございます。

○佐藤雅司委員 最後に、阿蘇の自然は、御

存じのとおり、手つかずの自然ではありませ

ん。御承知のとおりです。やっぱり人の手に

よって守られてきました。だけど、ものすご

い少子高齢化の中、阿蘇はもう阿蘇の住民だ

けでは守れない、だから都市の住民が皆さん

一生懸命守ってくれている、そういう状況も

あるわけですから、ぜひともこれから、環境

省あるいはいろんなＮＰＯ法人と相連携をし

ながら、この辺の歳入についてもぜひ、なか

なか県は厳しいので、そうした環境省の事業

を引っ張り出すとか、県で積極的な世界文化

遺産に向けても、そこ辺とも連携しながら、

ひとついろんな大きな角度から、これは熊本

県の財産だと思うし、私たちも、そうしたい

ろんな工場誘致ばしたいとか、そういうこと

は考えてないわけですから、県民のために残

さないかぬと、あるいは九州のために残さな

いかぬという気持ちを持っているわけですか

ら、その辺、地元のこともしっかりしんしゃ

くをしていただいて、今後取り組んでいただ

きたいということでございます。

以上です。

○早川英明委員長 いいですか。

○佐藤雅司委員 はい。

○早川英明委員長 答弁要りませんか。――

要りませんね。

○氷室雄一郎委員 鳥獣保護に意見が集中し

ていますが、私も、鳥獣保護費につきまし

て、この不用額600万円余が生じたちょっと

理由を説明していただきたいんですけれど

も。

○久保自然保護課長 鳥獣保護費でございま

す。

先ほどちょっと特定鳥獣適正管理事業につ

いて例示いたしました。これの内容について

は、ニホンジカの捕獲補償金というふうなも

のを計上しておりまして、これに伴う経費減

と。具体的に申し上げますと、昨年度の実績

が8,000頭の当初に対して実績が7,100頭とい

うふうなことで、約900頭弱余ったのが主な

原因でございます。

○氷室雄一郎委員 何で聞いたかというと、

この鳥獣保護センターは、一部廃止、縮小と

いう方針が打ち出されているんですけれど

も、私は部長に１つ尋ねたいんですが、この

役割を終えたのか、あるいは経費節減の上か

ら非常に削減しやすいといえば語弊がありま

すけれども、その辺の戦略の上からこういう

方針をもう既に打ち出されておると思う。非

常に重要な役割を持っておると思うんですけ

れども、また、町との役割分担も十分県が求

めていかなきゃならぬのだと思うんですね。

非常に私は重要な役割を果たしてきたと思っ

ているんですけれども、その方向性につい

て、こういう予算の不用額も生じておると、

なおかつこういうところも削減をしなきゃい

かぬのかと、ちょっと部長にお尋ねしたいと

思います。

○村田環境生活部長 鳥獣保護センターは、

今年度で廃止する条例を御提案するという方

向で今作業をやっているところですけれど

も、御船町にあります鳥獣保護センター、い

わゆる来館する県民の方々、あるいは利用の

実態等々からして、現実に施設の老朽化あた

りも含めて、これはもう維持をするのに大変

困難な状況になっております。
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ただ、県民の方から最大の需要が高いの

が、いわゆる傷病鳥獣の保護でございます。

県民の方々が、例えばいろんな鳥やけものが

けがをしているものを持ち込まれます。それ

が結構数的にもございまして、これについて

は、もうそういうのはほっとけというわけに

はいかない状態でございまして、傷病鳥獣の

保護の機能だけは残す形にして、全体につい

ては見直すところで今準備をして、作業をし

ているところでございます。

あとの施設等々については、地元御船町と

も十分お話をさせていただきながら、今後の

ことについて御相談していきたいというふう

に考えております。

○氷室雄一郎委員 町との話し合い、状況だ

けちょっとお願いいたします。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

４月から、町との打ち合わせといいます

か、一応方向が縮小するというふうなことと

公の施設を廃止するというふうな考え方が出

ておりますので、それに沿った形で、町との

土地契約の見直し、これについては現在無償

契約でやってますけれども、変更という契約

をいつの時点で持つかと。一応これまで６回

ほど会合を重ねておりますけれども、その方

向性は、変更契約は今年度中にするというふ

うなことで合意を得ていると。

あと、町の利用計画については、現在のと

ころはっきりしたものはまだ定めておりませ

んけれども、それについても逐次打ち合わせ

をしながら今後詰めていきたいというふうに

考えております。

○田大造委員 10ページで質問があるんで

すが、チッソに対する特別貸付金、金利がじ

わじわ上がっていると思うんですが、何で下

がったのかというのが１点目でして、それと

あと、チッソは過去最高益を上げるぐらいに

なっているのにいろんな貸付金をいまだにし

ていると、これはちょっと県民からしてみれ

ば理解が得にくい時代になったんじゃないか

なと思うんですが、それについてどうお考え

なのか。

○楢木野環境政策課長 まず、２番目の御質

問の方からお答えをしたいと思うんですけれ

ども、これは水俣病特別委員会の方でも非常

に問題になりまして、今のチッソというの

は、昔に比べれば非常に営業成績がいい、特

に液晶関係について非常にいいと。そういう

中にあって、実はこの12年に決まりました抜

本支援策で算定式があるんですけれども、こ

れは３年に１回見直すことにしているんです

けれども、これの改算によりますと、租税公

課が生じた分だけ県への償還金というのは減

ってきたと。ただ、チッソの内部留保金につ

いては非常に営業成績に比例して営業成績が

いいということで、そのような状態のもとで

チッソが患者救済に応じないのはいかがなも

のかという議論が今あっております。

それで、ことしにつきましても、そういう

ことでチッソに対しても強く患者救済に応じ

るようにという御指摘いただいとるもんです

から、環境省と一緒になって今説得をしてい

るところでございます。

具体的には、何を講じることができるかと

環境省ともいろいろお話ししましたんです

が、４回県債の償還の時期がありまして、９

月１日、25日、３月１日、３月25日というこ

とで、９月の償還に当たっては、特別県債に

ついては発行しないと、県の方のは発行しな

いと。その分はチッソが全体的に払う分か

ら、大体４回ありますので、均等に払って、

全体の割合で案分比で大体払っていたところ

を、もうチッソの償還を一番先に充てると

か、国庫補助金で充てるということで対処を

いたしたところでございます。
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そういうことで、今後とも、やはりそうい

う状況のもとでチッソが応じないということ

については、県議会初め我々も非常に問題だ

と思っておりますので、この点についてはま

た今後できるだけ手当てを講じてまいりたい

と思います。

１点目につきまして、ちょっと手元に資料

がございませんので、後ほど先生の方に資料

をお持ちしたいと思います。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○早田順一委員 地球温暖化対策についてち

ょっとお尋ねをします。

この地球温暖化対策推進事業でございます

けれども、本年度といいますか、昨年度で各

市町村に策定マニュアルの働きかけを行って

いらっしゃいますが、３月末で、48市町村中

40市町村が策定をされたということでありま

すが、その後、状況をちょっとお聞かせいた

だきたいと思います。

○森永環境政策監 環境立県推進室の森永で

ございます。

今のお尋ねの件は、資料の主な施策の成果

の75ページにある記述だと思いますが、今現

在、６月末の取りまとめをやったところでご

ざいますが、策定済みの団体が41団体、１団

体ふえた形になっております。

この後、さらに改訂、まだ作業中のところ

もございますが、引き続き県で研修会を開催

したり、あるいは個別に各市町村に働きかけ

て策定に向けての指導をやっていきたいと思

っておりますので、もう少し数字的に上がっ

てくるかなと思っております。

○早田順一委員 県の方で、条例で環境基本

計画に基づいて行われていると思いますけれ

ども、実際、平成22年ですか、京都議定書と

同じく国と合わせて６％削減をするというこ

とで国も計画を立てておられますけれども、

実際目標はあってもそういった状況であるな

らば、達成というのはどうなんでしょうか。

○森永環境政策監 今のお尋ねの市町村の計

画につきましては、これは、各市町村が温暖

化の法律に基づいて、いわば率先行動という

ことで、市町村のいわゆる事務事業について

の計画を立てるというものでございます。

今、委員ございました県全体の平成22年６

％達成というのは、いわば県全体、行政だけ

じゃなくて、いろいろ民間を含めたトータル

での目標ということでございますので、そう

いう意味で、市町村は、県もそうなんですけ

れども、率先して実現に向けて努力するのは

当然ではございますが、この達成に向けて

は、国の方でも京都議定書の目標達成計画と

いう省庁にまたがる計画も立てております

し、そういうものと連携して、県として、例

えば、この８月には県民総ぐるみ運動の推進

会議という新しい組織体も立ち上げておりま

して、削減に向けての新たな施策、あるいは

県内統一行動として、例えば、ノーマイカー

デーであるとか、温度設定の話でございます

とか、10月にやっていますマイバッグ運動と

か、実際効果があって、できるところから今

取り組むところでございまして、このもろも

ろの施策の充実、広がりをもって達成に向け

て努力しているところでございます。

○早田順一委員 なかなかこれは見えにくい

ところなんですけれども、森林での吸収と

か、そういうものは国の補助金とかついてわ

かりやすいんですが、その他のことが、なか

なか市民運動となってあらわれていないよう

な気がします。今のような状況で果たしてそ

の目標が達成できるのかというと、本当にち

ょっと大丈夫かなという気がいたしますの

で、ぜひとも頑張ってやっていただきたいと

いうふうに思います。
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それともう１点、ちょっとアスベストのこ

とでお尋ねをしたいと思います。

14ページ、アスベスト環境調査等事業で18

0万円ほど予算がつけられておりますが、こ

れはどういった内容でしょうか。

○福留環境保全課長 環境保全課でございま

す。

この内容につきまして御説明いたします。

これは、特定粉じん排出等作業立ち入り、

要するに、解体工事、アスベストが吹きつけ

られている建物の工事をするときに、２週間

前に施工業者が届け出をするというふうにな

っております。その届け出が出た時点で直ち

にそこに立入検査をするということと、それ

から一般環境の調査を現在毎年行っておりま

す。一般環境の調査、それから、あと、吹き

つけアスベスト使用施設等の把握、そういう

主に予算的には届け出指導、対象としている

届け出の指導、それから出てきた届け出に関

する立入検査、そして実際に測定をしてみる

と、そういう中身でこの事業は構成されてお

ります。

○早田順一委員 そういう調査をされて、こ

のレベルが高いということで除去作業という

ことで県の方から指導があるわけなんでしょ

うが、その後の除去作業の状況というのはど

うでしょうか。

○福留環境保全課長 今まで調査を解体に伴

ってやった中では、そこまで、一つの目安と

しては、空気１リットル中にアスベスト繊維

10本という数値の基準目安があるんですけれ

ども、そこまで至ったことはございませんで

した。

○早田順一委員 ということは、昨年は除去

作業はされてないんですかね。

○福留環境保全課長 除去作業はやっており

ますけれども、立入検査等含めて解体時の調

査、これはやっておりますが、基準と、目安

としている空気１リットル当たり10、これを

超えるような数値の作業はなかったというこ

とでございます。

○早田順一委員 その基準を超えてなけれ

ば、別に除去作業というか、そういうのはし

なくていいわけですかね。

○福留環境保全課長 いえ、除去作業をする

に当たっては、決まった除去作業のやり方と

いうのがございます。周辺に飛び散らないよ

うに、飛散しないようにきちんと覆いをす

る、それからビニールシートで養生をする、

そして吹きつけてあるところには、飛散しな

いような形で飛散防止剤を吹きつけてはぎ取

ると、そしてはぎ取ったやつはきちんと廃棄

物処理できるような形で袋詰めにして搬出す

るという、そういう一連の流れがございます

ので、それはそれできちんとやられていた

と。そういう作業の中で幾つか測定をしてみ

たけれども、測定値が超えるものはありませ

んでしたということでございます。

○早田順一委員 何かわかりにくかですね。

ということは、去年は、基準値を超えてない

から、要は除去作業の現場とかそういうのは

なかったということですかね。昨年が何か40

件ほどあって、本年度に５件ほどと少なくな

っておりと、ちょっと書いてあるんですか

ら。

○福留環境保全課長 確かに除去作業そのも

のは、だんだん施工が進んでいきますと数が

少なくなってまいります。除去作業そのもの

はやられているわけですけれども、その作業

そのものはきちんとルール化された方法でな

されていると、飛散しないような形で。そう
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いう飛散しないような形の中でも、幾つか県

の研究所の方で器械を持っていってはかって

みたこともあるけれども、周辺への環境の漏

れはなかったということでございます。

あくまでもやり方というのは、飛散しない

ような方法、やり方というのを決められてお

りますので、それでやられてはおると。

○早田順一委員 私が言うのは、やり方じゃ

なくて、例えば熊本県の中でアスベストを使

って吹きつけとかやっているところがありま

すよね、その公共物件以外でも。だから、そ

ういうのが、要は、危ないところの、レベル

が高いところの作業が進んでいるかどうかで

すよ。

○福留環境保全課長 これにつきましては、

まず、いろいろ施設調査をやっております。

例えば県有調査では、1,341の施設調査やり

まして、そのうち39の施設に吹きつけが使わ

れております。そのうち対策済みが、既にも

う除去されている施設が39のうちの31、残り

の８つについては、使われているけれども、

きちんと封じ込めがしてありまして、現在外

に飛散しないような状態ですが、定期的に空

気中のそこの部屋の濃度をはかるという、監

視という形で現在それをやっていると。

○倉重剛委員 一般を聞いているんでしょ

う、民間を。民間を言わなくちゃいけない。

質問が違うよ。

○福留環境保全課長 民間建築物についても

いろいろ施設調査をやっておりまして、床面

積1,000平米以上の建築物については3,147調

査やっておりまして、使用施設が251ありま

した。そのうち99は対策済みでございます。

もう除去してあります。残りの施設について

は、労働基準局と一緒に立入検査等をして指

導を継続しております。

○早田順一委員 指導されて前向きに進んで

いるんでしょうか。

○福留環境保全課長 前向きに進むように

は、国と一緒に、基準局と一緒に立入指導を

しているところであります。

○早田順一委員 ちょっと疑問に思ったの

が、要は予算、除去するのにお金がかかりま

すよね、何百万円か何千万円か。そのときに

国が３分の１、県、それから市町村が３分の

１、それからその世帯主が３分の１の負担だ

ったと思いますけれども、県とか市町村のそ

ういったお金があるのかどうかですよ。そう

いうのがなければ、やっぱりなかなか世帯主

の人もお金がある程度ないと、今こういう厳

しい時代ですから、できないと思うんです

が、その点をちょっと聞きたかったんですけ

どね。

○福留環境保全課長 融資制度につきまして

は、経営金融課の方で融資制度があるという

ことでございます。

○早田順一委員 補助のことですよ。

○倉重剛委員 民間が撤去するときの補助金

があるかということなんだよな。

○早田順一委員 そうです。

○福留環境保全課長 ちょっとその辺、今情

報を持っておりませんので、それは調べまし

てまた御報告したいと思います。

○早川英明委員長 よろしゅうございます

か。

○早田順一委員 私が思ったのが、要は、除
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去が進まないのがいろいろ民間のところであ

るのが、そういった補助が少ないから、作業

というか、そういうのが進まないのかなと思

ってちょっとお尋ねをしたんですけどね。

○早川英明委員長 民間あたりの補助がどう

なっとるのかというのは、ここでわかりませ

んか。

○福留環境保全課長 環境保全課です。

今ここに手持ちは持っておりませんので、

それがあるかどうか、どういう形であるか、

それは調べてまた御報告したいと思います。

○池田和貴委員 関連してですけれども、こ

のアスベスト問題については、最近マスコミ

では一時下火になったんで、余り皆さん意識

はなかと思いますけれども、ただ国は、何か

大分法律が整備されてきていますね。来年度

は、関係の４万棟分ぐらいの予算が出てます

よね。アスベスト調査、使われているかどう

か、調査についてですね。そういった意味で

は、やはり県の公害規制をされている担当課

がきちんとその辺は押さえておく必要がある

と思うんですけれども、これはよろしくお願

いしますよ、本当に。

○福留環境保全課長 これにつきましては、

ここに県、それから関係自治体、一緒に取り

組むということになっておりますので、そう

いうことを踏まえまして、今おっしゃったよ

うに、国も調査をやっていない施設について

はさらにやっていくということで、県の建築

課の方がその窓口になっていますが、それと

はほかに、救済していくという方向での救済

策も出ておりますので、両面からさらに進め

ていきたいというふうには考えております。

○早川英明委員長 早田委員の方には、今の

やつは後で説明をしとってください。資料も

ね。

○福留環境保全課長 わかりました。

○森浩二委員 33ページの食の安全・消費生

活課ですか、消費者行政推進費について、経

費の節減に伴う執行残とありますけれども、

こういうのを経費の節減はどういうふうにす

っとですかね。生活相談事業とかそういう

の。

○山地食の安全・消費生活課長 消費者行政

推進費についての不用額で、経費節減に伴う

執行残の中身についてでございますけれど

も、例えば、消費生活アドバイザーというも

のを、市町村に対して相談事業を行うに当た

って経験、ノウハウをお持ちの専門家を派遣

するといったような事業を計画しておったん

ですけれども、これが、５市町村、合計40日

で予定しておったところ、申し込みが１市町

村からしかございませんで、それに伴う報償

費の執行残が生じたでございますとか、ある

いは、例えば消費者の方が訴訟を行うための

費用というものを我々貸付金として用意する

という制度がございますけれども、これにつ

きまして、貸し付けのお申し込みがなくて、

その貸付金の全額が執行残として40万円生じ

るといったような執行残が生じておるところ

でございます。

○森浩二委員 40市町村に何て言われたんで

すか。

○山地食の安全・消費生活課長 ５市町村で

40日間です。

○森浩二委員 やってくださいという啓発と

か、そういうのはしよっとですか。

○山地食の安全・消費生活課長 以前から行
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っている事業でございまして、御案内は十分

しておるつもりなんでございますけれども、

なかなか市町村の方も余裕がないということ

でお申し込みが低調な状況でございます。

○森浩二委員 要するに市町村もお金がかか

るということですか、しないということは。

○山地食の安全・消費生活課長 こちらの方

でアドバイザーの派遣自体についてはやるん

ですけれども、それをする専従の相談員を臨

時で雇ったりするような費用というのは当然

市町村の方で御負担いただくことになってい

て、なかなかそういう方、御負担が難しいと

いうような状況がございます。

○森浩二委員 今消費者行政というのは一番

食の安全ということでありますので、なるべ

くそういうのを開催できるように、市町村に

もう少し働きかけてやってもらいたいと思い

ます。

以上です。

○髙野洋介委員 関連でいいですか。

○早川英明委員長 はい。

○髙野洋介委員 山地課長にお尋ねしたいん

ですけれども、この高齢者等を悪質商法から

守るモデル事業として宇土市と宇城市に補助

を出していますよね。補助を出して、その結

果というか、その両市からどういうふうな結

果が得られましたか。

○山地食の安全・消費生活課長 ちょっと済

みません、詳細な結果は手元にないので数字

をお示しすることはできませんけれども、そ

れぞれ毎週１回なり相談会をお開きになっ

て、それぞれお申し込みがあっていて、相談

者としての実績が上がっているというふうに

お聞きしておりますし、また、それぞれ広報

を行われたりとか、勉強会、講座を開かれた

りなどして、両市とも、実績をお上げになる

とともに、その必要性についても非常にお感

じいただきまして、引き続き相談員を置くと

いうふうな契機になった事業というふうに承

知しておるところでございます。

○髙野洋介委員 一応県が補助を出している

んだったら、きちんとした数字を出しなが

ら、どういった件数があったとか、そういう

ことをやっぱり確認をする必要もあるでしょ

うし、新聞で見たんですけれども、熊日さん

だったと思いますけれども、警察とその銀行

と連携をしながらしていくという話は聞いて

いるんですけれども、県が、山地さんのとこ

ろの課が入ってからするような話はちょっと

伺ってなかったもんですから、一応県と県警

と銀行とが連携をしながら、こういうオレオ

レ詐欺とかのやつでしょう、これは。今巧妙

化しているらしいんですよね。何か話を聞く

と、最初に、じいちゃん、ばあちゃんに電話

をして、おれの携帯番号が変わったけん教え

ておくけんみたいな感じで連絡があって、後

日、事故があったとか、そういう事例がある

らしいですので、県からも、そういう事例な

んかも、啓発活動をぜひとも県警と連携をし

ながらやっていただきたいなというふうに思

っておりますけれども。

○山地食の安全・消費生活課長 実績につい

てはきちっと数字も御報告いただいておると

ころでございます。私が今手元にないもの

で、今申し上げられません。申しわけありま

せん。

それから、オレオレ詐欺の連携についてで

ございますけれども、県警と銀行等が御協力

してという話もありますけれども、我々も、

消費生活センターの方で、オレオレ詐欺、そ

れから、それだけではなくて、悪質商法等、



- 21 -

やはり高齢者の方々の被害、相談ふえている

ということは承知しておりまして、県警等と

も連携しながら、また、委員おっしゃったと

おり、さまざまな事例についてすぐに、消費

生活センターに入った相談事例について、緊

急注意報として出したりとか、あとは、出前

講座も非常に多くやって、100回超える講座

やっておりまして、自治体等から高齢者の方

向けの講座をやってくれというようなお申し

込みもあって、職員を派遣して非常に御好評

をいただいている講座もたくさんやっておる

ところでございまして、連携もしながら、し

っかり取り組んでいきたいというふうに思っ

ておるところでございます。

○髙野洋介委員 要望なんですけれども、こ

ういうのは、恐らくお年寄りの方々が、助け

ようという思いでいろいろされる部分がある

と思うんですよ。今世間では、オレオレ詐欺

とか、そういうふうなのがあっているにもか

かわらず、まだ件数も金額もふえているらし

いですので、ぜひとももう一回、山地課長に

言うのもなんなんですけれども、もう一回連

携をちゃんととって、一件でもなくすよう

に、もう全面的に打ち出して頑張っていただ

きたいというふうに思っております。

以上です。

○山口ゆたか委員 関連してお願いします。

主要な施策の成果の中の70ページに記載し

てあるんですが、消費者行政推進対策事業と

いうことであっております。その中で、消費

生活に関する苦情及び相談処理１万2,568件

というふうに出されてまして、うち、苦情処

理が１万1,507件ということになっておりま

す。相談処理で処理された分が残りの1,061

件ということだと思いますけれども、実際相

談処理ということでどのような形で行われて

いるのか、相談処理というのが私も抽象的で

わかりませんで、実際民事に訴えかけたりと

か裁判のお手伝いまでされたとか、そういう

のはあるんですか、紹介とかですね。

○辻本消費生活政策監 消費生活センターで

ございます。

ただいまの昨年度の実績の１万2,568件に

ついてでございますが、これは、苦情件数、

そのうち苦情が１万1,000というその差につ

きましては、問い合わせといいまして、例え

ば、梅干しの漬け方でありますとか、この製

品について虫が食ってるけど、これはどうい

うことだろうかとか、そういった生活に係る

簡単な問い合わせというのがその差でござい

まして、残りは、ほとんど多くの部分が契約

に関する相談であります。

来所と電話相談と受けておりますが、約９

割以上が電話の相談でありまして、その中に

は、その場で法律によって相談員の回答でき

ちんとクーリングオフとか回答できるもの、

あるいは業者との間に入ってあっせんを行う

もの、また法律相談につなぐもの。大体相談

がありましたら、ほぼ消費者の立場に立っ

て、ある程度ほとんど消費者が――できない

部分はできないと申し上げるんですけれど

も、解決する、非常に解決に近いところまで

相談員がアドバイスしながらやっているのが

実情でございます。

○山口ゆたか委員 まあ、解決に向けて鋭意

努力いただいておるということでありますけ

れども、じゃあ、その処理された中で解決に

導くことができたなあというのは何件ぐらい

あるんですかね。

○辻本消費生活政策監 それにつきまして

は、もう少し具体的な数字を先生の方にお示

ししたいと思いますが、本当に高い割合で解

決まで導いております。

例えば、最終的までできないというのが、

多重債務相談等はあります。借金がありまし
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て、その整理をして再生に導くというのがあ

りますけれども、消費生活センターでできる

のは、弁護士あるいは司法書士等の法律の専

門家までつなぐ、そこまではきちんと導くよ

うにしておりまして、最終的に、自己破産で

ありますとかと民事再生とか、そこのところ

は法律家でないとできないところですので、

消費生活センターでできるところに関しまし

ては、消費者の立場に立って、かなり高い割

合で解決に導いているというふうに思ってい

るところであります。

○山口ゆたか委員 裁判で解決とか、そこま

では私も要求しませんけれども、実際そうい

った相談処理に対して、実は満足度が高いか

低いかということだと思うんですよね。実際

消費生活センターができる分野というと限ら

れておりますので、そこは理解しているつも

りで、消費生活センターのありようを皆さん

から高く評価されているのかされていないの

か、このあたりが実は主要事業の説明でもあ

いまいでございますので、評価でもあいまい

でございますので、もうちょっと詳しく聞い

てみようと思ったんですけれども、さまざま

な消費にかかわる分野というか、そういう軽

易な相談まであるということは私も知りませ

んで、それは申しわけなかったなあと思うん

ですけれども、いかなる方法をとっても、現

状としては、消費生活センターの満足度とい

うのは精査するのは難しいということなんで

すかね。

○辻本消費生活政策監 私どもとしては、大

変満足度は高いというふうに自負していると

ころでありますが、客観的な数字で、アンケ

ート調査でどんなふうに消費者が感じたかと

いうことについての調査をしたことはござい

ませんが、まあ、相談の中で、あっせん解決

したもの、あっせんが不調であったもの、そ

ういうところの統計はとっておりますので、

そのことについてはお出しすることはできま

すけれども、ちょっと済みません、この場に

は持ち合わせておりません。

○山口ゆたか委員 県民の一助になっていた

だければということでお願いしますけれど

も、確かに今消費者行政難しいなと。昨日で

もありますけれども、留学、あのあたりも相

談もあったんじゃないかなと。さまざま多様

に受け入れていかなければいけないので、セ

ンターとしても、なかなかこうやってみると

予算も少のうございますし、もうちょっと多

角的に相談に応じられるように予算配分が必

要なんじゃないかなというふうにもちょっと

――269万、そのくらいしかないんですよ

ね、全体で。このあたりにももうちょっと費

用……(発言する者あり)2,600万円も入っと

るかもしれぬですけれども、実際推進という

ことなんで、割り振っていくとこっちしかな

いので、そのあたりは加味しながらも、消費

者庁の話もありますので、このあたりも今後

参考にしながら、私たちもしっかりと安心を

ちょっと担保できるようにしていかなければ

いけないなとは思っておりますので、よろし

くお願いします。

○池田和貴委員 ちょっと関連してよかです

か。

○早川英明委員長 はい。

○池田和貴委員 済みません、消費生活セン

ターで、関連してよろしいでしょうか。

例えば、ちょっと運営で今消費生活センタ

ーの方に、この間の事故米の問題で、例え

ば、消費生活センターの方に、こういうカビ

のついたそういったものを売っている事業所

があるよという電話がもし入ってきたとした

ら、消費生活センターとしてはどういうふう

に対応されるんですか。
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○山地食の安全・消費生活課長 消費生活セ

ンターの方にも御相談は30件弱来ておるとこ

ろでございまして、主な内容は、手元にある

米が大丈夫かとか、手元にある、報道されて

いるメーカーの酒ないしは菓子が大丈夫か

と、あとは、自分が持っているお菓子は、事

故米が流通している店に該当するのかといっ

たような問題ございまして、先生がおっしゃ

ったようなお問い合わせというのはないとこ

ろでございますけれども、もしもそのような

ことがあった場合には、まず、その商品自体

問題があるのかどうかというのを調べる機関

を御紹介したりとか、あと、もっと具体的な

情報である場合には、その事業所への調査と

いったようなことができるように、関係機関

と連携しながら手配するといったことになっ

ていくと思います。

○池田和貴委員 消費生活センターで、そこ

のそういう情報があったときに立ち入りする

ところまでは多分できないはずですよね。そ

れは、それを所管するところにきちんと通報

して連携するような仕組みが必要だと思うん

ですけれども、そういった意味で、消費生活

センター、たしかここの行政棟内にはなかっ

たですよね。ちょっと離れた市内の方にある

んじゃありませんでしたっけ。その辺は連携

する上で不便を感じることはありませんか、

そういう地理的な条件で。もちろん近くにあ

った方がいいんでしょうけれども、その辺が

今後消費者行政が必要だと、非常に重要だと

思われたときに、そういう場所が離れている

ことに対してはどういうふうにお考えです

か。

○山地食の安全・消費生活課長 先ほどのよ

うな例の場合には、例えば担当の保健所等と

連携しながらやっていくということになりま

すので、保健所が庁内にあるわけではござい

ませんので、電話なりで連携しながらやって

いくということになるかと思いますけれど

も、おっしゃったとおり、さまざまな法律、

所管のところと緊密な連携が必要だというの

は感じておるところでございまして、県庁内

への移転ということも含めて検討していきた

いと今考えておるところでございます。

○池田和貴委員 最後です。

私は、何を言いたいかというと、まず、消

費者からの第一報をやはり重く受けとめなけ

ればいけない時代に来ているのかなという気

がするんです。もちろん、そこで何でも初動

がどういったかによって被害を食いとめられ

る場合もある可能性があるんですよね。そう

いったことが重要だと思っていますので、そ

ういった意味で消費者生活センターのこの活

動は非常に重要だと思いますので、情報を密

に連絡をしていっていただきたいということ

です。

以上、要望しておきます。

○山口ゆたか委員 あと１個いいですか。す

ぐ終わります。済みません、ちょっと１個思

い出しまして。

主要事業の73ページに、次世代育成支援行

動計画の推進ということで掲げてありますけ

れども、歴史的、今までの経緯を含めて青少

年プランの発展に移行させということがあり

ますけれども、実際次世代育成ということ

で、地方分権一括法のもと、地方公共団体で

も計画を策定しなさいよということで進んだ

のは理解しておるところでありますけれど

も、今の状況で、各市町村の計画、県の計画

等々を見てみても、かなりの差異があるなあ

というふうに思っております。そのあたり

を、次期の計画策定に向けて、やはりある程

度熊本県として集約して市町村に対して情報

を提供すべきであろうなということも考えら

れます。
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今内容を見てみますと、今までやっていた

事業等々を記載してあるだけですので、やは

りそれは、熊本県としてやっぱりこの計画を

どう行動に移していくのか、大事なことだろ

うと思います。

そしてまた、特定事業主、規模の大きな、

行政の内部でもそうですけれども、策定しな

ければいけない、それがちゃんと履行されて

いるのか、そういったことも監視していくこ

とも重要だろうというふうに感じておりま

す。

何よりも、今教育振興基本条例の話が教育

庁の方であっておりますけれども、まさにそ

の次世代育成の方も、今までの内容を見てい

くと、どうも停滞しているんじゃないかとい

う危惧を持っております。このあたりをやは

り強力に推進させていただくように、行政サ

イクルでいうとＰＤＣＡですかね、そのあた

りをしっかりと含めながら使っていってほし

いなと、この計画を履行してほしいなあとい

うふうに要望しておきます。

以上です。

○福島和敏委員 済みません、水環境課にお

尋ねします。

私は八代に住んでいるんですが、八代市民

は長年ずっと地下水を、私たちは地下水以外

は使ったことないような、ずっと市民が多い

んですが、その八代市に、住宅地の真ん中に

大きな工場が２つあるんですね。日本製紙と

興人、工業用水も使いながら水も相当使って

いるんでしょうけれども、その周りの人たち

が、おれたちの生活で使っている水は大丈夫

かなと思うのは当然のことですね。

そういう不安があるもんだから八代の保健

所に相談をしたら、やっておりますと。どう

やっておるかというと、八代市と県と地域を

分けて何年かごしにやっているわけですね、

何年かごしやっている。たしか３～４年ごし

に地域を分けてやっているようですね。やっ

ぱり水は上から下に流れるわけですので、そ

の下流に住んでいるところに、私もその一人

ですが、地域の皆さんが心配されるのは当然

ですよね。

しかし、八代の保健所の対応では、これは

定期的にやっているんだからその地域だけ早

めるということはできませんと、もし不安が

あれば保健所に自分の水を持ってきてくださ

い、ただし有料ですと。その有料が結構高い

んですよね。何か保健所の対応が、その相談

した人に何か呼びつけるみたいな形で、不安

なら持っておいでよと、検査してやるよとい

うふうな高慢な態度だった、あれは福島さん

許せんよと非常に怒って電話してこられたん

ですね。

だから、やっぱりルールとか何とかはある

と思いますけれども、特に地下水を――その

中で、あなたは地下水に対して不安があれば

水道を使ったらどうですかと、こう言ったん

だそうですよ。それに対しても怒っていらっ

しゃいましたけれども、特に、日本製紙は八

代の上の方にあるし、その下に興人がある、

その間に水無川が流れている。その水無川に

工業用水を流していると、その沿線におる人

たちは大変心配だろうということはわかりま

すね。

それに対して県の姿勢というんですか、そ

ういう面で、何かこの辺をＰＲだとか、安心

ですよとかという、そういうものまで含めて

何か対応すべきじゃないかな。これは地下水

使っているの八代市だけじゃないと思います

からね。熊本市も含めてたくさんの市が使っ

てますので、何か考え方、見解をいただけれ

ば。

○小嶋水環境課長 熊本県は、特に、今先生

おっしゃられましたように、地下水に対する

依存度というのが非常に高い県でございまし

て、私どもの方も、地下水の水質の保全に向

けましていろんな取り組みをさせていただい
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ております。

それとともに、水質汚濁防止法に基づきま

して、工場、事業場等の排出水、これにつき

ましては、それぞれ排出水のところで採水の

検査をやったりとか、そういったことはやっ

ておりますが、今の先生がおっしゃられまし

たのは地下水のことでございますので、特に

八代地域につきましても、地下水の依存度が

非常に高うございます。

それで、それぞれ地下水につきましては、

例えば新規の概況調査ということで、いろい

ろ県内の井戸の調査を県の方でいたしまし

て、そして地下水の状況を調べる調査であり

ますとか、６種類ほどの調査をそれぞれやっ

ております。例えば、汚染井戸の調査であり

ますとか、定期のモニタリング調査とか、あ

るいは汚染井戸の周辺を調査してみたりと

か、そういう調査もやっておりまして、さま

ざまな取り組みをやっているところでござい

ます。

ただ、今おっしゃられましたように、そう

いう具体の心配等があれば、保健所等でもき

ちんと対応をしていただく、これは当然だと

思いますので、そのあたりのところ私どもの

方もちょっと状況を聞いてみまして、また、

それぞれ先生の方にお答えをさせていただき

たいと思います。

個別の地域の問題でございますので、ちょ

っと把握をさせていただきたいと思います。

○福島和敏委員 今、私、質問の視点は２点

あるんですね。１点は、そういうど真ん中に

工業用地がある、実際稼働している、その地

域の人たちは心配ですよね。心配ですよとい

うことが１つ。

もう一点は、やっぱり八代保健所の対応で

すよね。あなたは町内長さんですか、何か市

民の代表は町内長じゃないといかぬような返

答ですよ。問題が、心配ならば水道を、そこ

のおたくのあれは通ってますから、水道にか

えられたらどうですかと。こういう話でしょ

う。そして、もし心配ならば保健所に持って

きてください、有料です。こんな何か市民の

感情を逆なでするような話じゃないですか。

だから、もっとやっぱり地下水に対する依存

度が非常に高いということであれば問題じゃ

ないかなと思うんですよね、対応を含めて

ね。

ぜひその辺を――私に返事なんか要らない

んですよ。県の対応として考えるべき姿勢じ

ゃないかなと思うんです。

○早川英明委員長 他に、ありませんか。

それでは、以上で環境生活部の質疑は、こ

れで終わります。

午後１時から土木部審査を行います。

午前11時38分休憩

午後１時１分開議

○早川英明委員長 それでは、休憩前に引き

続き委員会を再開いたします。

これより土木部の審査を行います。

まず、土木部長から総括説明を行い、続い

て担当課長から順番に説明をお願いします。

それぞれ着座のまま結構でございますから。

初めに、松永土木部長。

○松永土木部長 それでは、着座のまま説明

をさせていただきます。

平成19年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項のうち、土木部関係につきまして、その後

の措置状況を御報告いたします。

まず、各部局の共通事項として御指摘のあ

りました「収入未済の解消については、関係

部局においてそれぞれ努力の跡が見られ、成

果も上がっているが、財源の確保及び負担の

公平性の観点から、滞納者、債務者の所得等

の把握に努め、法的手段を含めて適切な徴収
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対策を講じること。」についてでございま

す。

収入未済の解消につきましては、督促状の

送付、電話や面談による督促はもとより、所

在確認調査や資産調査の実施、夜間や休日徴

収を実施するなど、収入未済の解消に努めて

おります。また、県営住宅使用料につきまし

ては、明け渡し訴訟や強制執行、即決和解な

どの法的措置の積極的な実施及び取り組みの

強化など、徴収促進に努めてきたところでご

ざいます。

今後とも未収金の解消に取り組んでまいり

ます。

次に、土木部関係の御指摘としまして「地

域の重要な産業である建設業は、公共事業の

減少に伴い、厳しい状況にあることから、発

注制度全般の見直しに取り組むなど、技術と

経営にすぐれた企業の育成に努めること。」

についてでございます。

一般競争入札の拡大や総合評価方式の試行

拡大により、入札・契約制度の透明性、公平

性を高め、技術と経営にすぐれた企業が育成

される競争環境を整えるとともに、建設業の

法令遵守対策に努めてきたところでございま

す。

次に「都市計画法の開発制度については、

その法の趣旨に基づいて適切な運用に努める

こと。」についてでございます。

開発制度につきましては、市街化調整区域

内で一定の開発を認める集落内開発制度の開

始により申請件数の増加が予想されるため、

その適切な運用にさらに努めるとともに、違

反に対しては、実態を詳細に把握し、都市計

画上の支障、違法性の程度等に照らし、悪質

なものについては法的措置を含め適宜対応し

てまいります。

続きまして、土木部の平成19年度決算の概

要を、決算特別委員会説明資料の１ページ、

平成19年度歳入歳出決算総括表で御説明させ

ていただきます。

まず、歳入についてでございますが、一般

会計、特別会計合わせまして収入済額が606

億2,893万9,000円、不納欠損額4,906万3,000

円及び収入未済額３億2,071万5,000円となっ

ております。

不納欠損額の主なものは県営住宅使用料及

び土石採取料となっており、また、収入未済

額の主なものは県営住宅使用料となっており

ます。

なお、予算現額と収入済額との差は、主に

翌年度への事業繰り越しに伴うものでござい

ます。

続きまして、歳出についてでございます

が、一般会計、特別会計合わせまして支出済

額が1,336億1,419万7,000円、翌年度繰越額

は263億2,593万2,000円、不用額12億4,229万

4,000円となっております。

翌年度繰越額の主な理由は、地元住民や関

係機関との調整に時間を要したこと、用地買

収、補償家屋の移転に時間を要したこと等に

より、工期が不足し、やむを得ず平成20年度

へ繰り越したもので、現在、その執行に鋭意

取り組んでいるところでございます。

また、不用額の主な理由は、国庫補助金、

負担金の内示減及び経費節減等に伴う執行残

でございます。

以上、平成19年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして総括的に御説明を申し上げま

したが、詳細につきましては関係課長から御

説明をいたしますので、よろしくお願いいた

します。

○早川英明委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いします。

○鷹尾監理課長 監理課の鷹尾でございま

す。

お手元の決算特別委員会説明資料の説明に

先立ちまして、今年度、定期監査におきまし

て監理課関係の報告・公表事項がございます
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ので、最初に御説明をさせていただきます。

報告・公表事項は、工事契約違約金未収金

等、平成19年度末現在で160万5,000円につい

て、改善は見られているものの、引き続きそ

の解消に努めることでございます。

これは、工事や業務委託の請負契約を締結

した業者が、倒産等の理由で工事等完成する

ことができなくなりましたため、契約を解除

した際の違約金、それから、前払い金の出来

高不足を返納する際の利息相当分が未収金と

なっているものでございます。

現在、会計規則等にのっとり、これらの解

消に向けて努力しているところでございます

が、詳細につきましては決算説明資料の中で

御説明をさせていただきます。

それでは、決算特別委員会説明資料をお開

き願います。

まず、２ページをお願いいたします。

一般会計の歳入についてでございます。

２ページから３ページにかけましての使用

料及び手数料でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともございません。

次に、３ページ中段の国庫支出金、それ

に、３ページから４ページの財産収入につき

ましても、不納欠損額、収入未済額ともござ

いません。

次に、４ページ中段の繰入金につきまして

は、用地先行取得特別会計、それから、幹線

道路整備基金から一般会計への繰入金で、不

納欠損額、収入未済額ともございません。

４ページ下段の２項の諸収入でございます

が、５ページ２段目に記載をしております建

設業振興資金貸付金回収金につきまして、予

算現額5,000万円に対して収入済額が1,000万

円となっております。

これは、県から金融機関に預託を行いまし

て、公共工事の施工に必要な運転資金を熊本

県建設業協同組合を通して施工業者に融資を

しているものでございますが、備考欄にあり

ますとおり、建設業振興資金の利用実績が少

なかったというところから、銀行への預託額

が少なくなり、それに伴い回収金が減ったこ

とによるものでございます。

また、５ページから６ページの雑入につい

てでございますが、収入未済額160万円のう

ち、工事契約違約金につきまして69万2,000

円、６ページの雑入につきまして90万8,000

円が収入未済となっております。

これは、先ほど申し上げました定期監査の

報告・公表事項でございます。請負業者が倒

産によって契約解除された場合、違約金と前

払い金の出来高不足分を返納する際の利息相

当分を請求したものでございまして、代表者

の死亡あるいは行方不明のために収入未済と

なっているものでございます。

現在、分納中のものにつきましては、分納

を促進して未収金の解消に努め、また、代表

者所在不明等につきましては、引き続き所在

確認調査や登記簿の確認などによりまして法

人の動向に注意をするなど、適正な債権処理

による未収金の解消に努めてまいります。

次に、７ページをお願いいたします。

一般会計の歳出についてでございます。

土木総務費において4,090万9,000円の不用

額を生じておりますが、これは主に人件費の

執行残及びＣＡＬＳ／ＥＣ事業等の入札に伴

う執行残でございます。

次に、８ページをお願いいたします。

２段目の建設業指導監督費におきまして、

4,761万円の不用額を生じております。これ

は、歳入のところで御説明をいたしました

が、建設業振興資金貸し付けの利用実績が少

なかったことなどによる執行残でございま

す。

次に、９ページをお願いいたします。

用地先行取得事業特別会計でございます。

歳入についてでございますが、財産収入、

県債、繰越金とも不納欠損額及び収入未済額

はございません。

２段目の県債につきましては、予算に対し
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て14億6,700万円の減となっておりますのは

繰り越しによるものでございます。

次に、10ページをお願いいたします。

歳出についてでございますが、道路新設改

良費の2,175万8,000円の不用額は、用地取得

等の執行残でございます。

なお、中段の公債費につきましては、借入

金の減により償還する額及び利子が減ったも

のでございます。

次に、別冊でございますが、決算特別委員

会附属資料の方をお願いいたします。１ペー

ジをお願いいたします。

まず、ＣＡＬＳ／ＥＣ事業の3,486万円の

繰越額につきましては、他のシステムとの連

携、調整に時間を要したため繰り越しとなっ

たものでございますが、平成20年９月末時点

の進捗率は70％となっております。

また、用地先行取得事業特別会計の12億9,

891万4,000円の繰越額でございますが、事業

の委託元でございます国からの補償関係資料

の提出がおくれたことによりまして、用地買

収の着手にもおくれ、やむなく繰り越しをし

たところでございますが、20年９月末現在の

進捗率は40％となっております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○戸塚道路整備課長 道路整備課長の戸塚で

ございます。

まず、定期監査の結果につきましては、報

告・公表事項はございません。

続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。

歳入につきましては、説明資料の11ページ

からになりますので、お願いいたします。

道路整備課としましては、11ページ、12ペ

ージ、13ページでございます。

歳入の内容ですけれども、分担金及び負担

金、国庫支出金、繰越金、諸収入でございま

す。主なものについて御説明いたします。

11ページの土木費国庫補助金で、予算額に

対しまして26億6,492万1,000円の減となって

おります。これは繰り越しに伴うものでござ

います。

また、12ページでございますけれども、諸

収入で予算額に対しまして3,582万3,000円の

減となっておりますのは、受託事業の減等に

よるものでございます。

なお、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。

次に、歳出について御説明いたします。14

ページでございます。

道路橋梁総務費の不用額122万5,000円につ

きましては、人件費の執行残等でございま

す。

次に、道路新設改良費の不用額3,580万4,0

00円につきましては、受託事業の減に伴う執

行残でございます。

続きまして、翌年度への繰越事業につきま

しては、別添の附属資料の方で御説明させて

いただきます。附属資料の方の２ページをお

願いいたします。

道路改築費17カ所ということで、２ページ

から３ページにかけてございます。この後、

順次17ページまで掲げておりますけれども、

道路改築費以下、17ページをお願いいたしま

す。

最下段でございますけれども、道路整備課

計、合計で131カ所、20年度への繰越額とし

ましては61億819万8,000円でございます。

繰り越しの理由といたしましては、関係機

関等の調整などの計画に関する諸条件の整

理、それと用地補償交渉の難航及び工法の検

討、協議に不測の日数を要したことによりま

して、やむなく次年度へ繰り越したものでご

ざいます。

以上をもちまして道路整備課の説明を終わ

らせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。
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○西山道路保全課長 道路保全課長の西山で

ございます。

まず、決算特別委員会説明資料の説明に入

ります前に、今年度の定期監査における報

告・公表事項がございますので、最初に説明

いたします。

報告・公表事項は、道路占用料の未収金21

0万4,000円、道路損傷事故等に係る原因者負

担金の未収金1,104万5,000円につきまして、

引き続きその解消に努めることということで

ございました。

これにつきましては、関係する各出先機関

におきまして、納入義務者への催告の強化や

差し押さえ等の法的措置のほか、一括での納

入が困難な場合には返済計画に沿った分納を

進めるなど、引き続き未収金の解消に努めて

いるところでございます。

それでは、決算特別委員会説明資料に基づ

き説明いたします。

歳入につきましては、資料の15ページから

18ページまででございます。

まず、15ページをお願いします。

分担金及び負担金でございますが、予算額

に対しまして250万円ほどの減となっており

ますのは、主に２段目に記載しております加

久藤トンネル維持管理費負担金の減によるも

のでございます。

16ページをお願いいたします。

中ほどに記載しております使用料及び手数

料のうち、道路占用料について説明いたしま

す。

調定額３億7,000万円余に対しまして３億

6,800万円余を収納しておりまして、収納率

で申しますと99％以上になっております。

不納欠損額が１万6,000円発生しておりま

すが、これは、納入義務者が行方不明で、差

し押さえる財産もなく時効を迎えたために、

やむを得ず不納欠損としたものでございま

す。

また、収入未済額として202万4,000円が発

生しておりますが、これは先ほど監査の報

告・公表事項の中で申し上げましたものでご

ざいまして、この解消のため、関係する出先

機関におきまして、所在不明者の追跡調査や

債権の差し押さえ等の強制徴収を行うなど、

収入の確保に努めているところでございま

す。９月末日現在で10万円ほど減少をしてお

ります。

次に、最下段の国庫支出金についてでござ

いますが、予算額に対しまして12億8,300万

円余の減となっておりますが、これは事業の

繰り越しによるものでございます。

次に、17ページをお願いいたします。

最下段の土地売払収入でございますが、こ

れは道路のつけかえ等によって生じた旧道敷

地を売り払いまして得た収入でございます。

今後も引き続き積極的に売却を進めたいと考

えております。

次に、18ページをお願いいたします。

最下段の雑入につきまして、収入未済額が

1,104万円ほどございますけれども、これは

監査の報告・公表事項で触れましたように、

道路損傷事故等による原因者負担金でござい

まして、主に経営不振や行方不明等により計

画どおりの納付がなされなかったものでござ

います。

この解消につきましては、行方不明者の追

跡調査、不動産の差し押さえ等、引き続き収

入の確保に努めてまいります。

歳入につきましては以上でございます。

次に、歳出について説明いたします。

歳出につきましては、19ページから20ペー

ジまででございます。

まず、19ページをお願いします。

道路橋梁総務費の不用額310万5,000円は、

道路保険の入札残等によるものでございま

す。

道路維持費の不用額786万6,000円は、公用

車購入に係る入札残等によるものでございま

す。
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次に、20ページをお願いします。

道路新設改良費及び橋梁維持費につきまし

ては不用額はありません。

歳出は以上でございます。

最後に、繰り越しにつきまして附属資料で

説明いたします。附属資料の18ページから29

ページまででございます。

29ページに道路保全課の合計を記載してお

りますが、道路保全課の合計としましては、

122カ所で32億4,310万円の繰り越しとなって

おります。

繰り越しの主な理由としましては、用地交

渉の難航及び対策工法の検討に不測の日数を

要したためでございまして、いずれも当初想

定できなかった支障が生じたため、やむを得

ず繰り越したものでございます。

以上で道路保全課の説明を終わらせていた

だきます。よろしくお願いいたします。

○野田河川課長 河川課の野田でございま

す。

河川課の歳入歳出決算について御説明を申

し上げます。

初めに、今年度の定期監査の報告・公表事

項につきまして御説明を申し上げます。

河川課の指摘事項は、海岸占用料等の未収

金、平成19年度末現在で3,793万5,951円につ

きまして、改善は見られるものの、引き続き

その解消に努めることということでございま

した。

未収金の主なものは、海砂利採取に伴う不

当利得返還請求金の支払い未済によるもので

ございますが、分納によって徴収していると

ころでございます。他の未収金とあわせて解

消に努めてまいります。

それでは、説明資料に基づきまして河川課

の歳入歳出決算について御説明を申し上げま

す。

まず、歳入についてでございますが、河川

課分は21ページからでございます。

まず、22ページをお願いいたします。

使用料及び手数料のうち、２段目の使用料

で39万5,000円の収入未済額を生じておりま

す。内容は、河川敷の占用料と海岸の占用料

でございまして、申請者の所在不明や経営悪

化等によるものでございます。

同じく２段目の使用料で2,098万1,000円の

不納欠損額を生じております。内容は、河川

敷の占用料と土石採取料でございまして、い

ずれも時効完成によるものでございます。

23ページをお願いします。

国庫支出金で、収入済額が予算額に対して

33億4,737万9,000円の減となっておりますの

は、２段目の災害復旧費国庫負担金及び下か

ら３段目の土木費国庫補助金等の繰り越しに

伴う減が主な理由となっております。

次に、26ページをお願いします。

雑入で2,276万1,000円の収入未済額を生じ

ておりますが、主な理由は、先ほど御説明い

たしました海砂利不法採取に伴う不当利得の

返還金でございます。この収入未済額につき

ましては、分納計画に基づき徴収しておりま

して、今後も計画どおり納入を行うよう指導

してまいります。

27ページをお願いします。

過年度収入で1,478万円の収入未済額を生

じております。内容は工事前払い金の返還金

でございまして、原因は業者の経営悪化によ

るものでございます。平成19年度に13万2,00

0円を徴収しておりますが、引き続き収入の

確保を図ってまいります。

歳入につきましては以上でございます。

引き続きまして、歳出について御説明しま

す。28ページをお願いします。

河川海岸総務費につきまして1,077万円の

不用額を生じておりますが、これは入札残等

によるものでございます。

29ページをお願いします。

河川改良費につきまして3,878万3,000円の

不用額を生じておりますが、これは市町村か
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らの受託事業費の減額に伴う不用残でござい

ます。

水防費の61万4,000円の不用額につきまし

ては執行残でございます。

30ページをお願いします。

土木災害復旧費で３億789万4,000円の不用

額を生じておりますが、これは主に河川等補

助災害復旧費における国の内示減に伴うもの

でございます。

引き続きまして、繰り越しについて御説明

を申し上げます。附属資料の30ページをお願

いいたします。

30ページから36ページまでが繰越事業を掲

載しております。

36ページの最下段に河川課分の合計を記載

しておりますが、350カ所、60億511万8,000

円が河川課の繰り越しでございます。これら

は地元関係機関との調整、用地交渉等に不測

の日数を要したため、やむなく次年度へ繰り

越したものでございます。

以上、河川課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。

○大塚港湾課長 港湾課長の大塚でございま

す。

お手元の決算特別委員会説明資料の説明に

入ります前に、本年度の定期監査の報告・公

表事項につきまして御説明いたします。

港湾課の報告・公表事項は、重要港湾使用

料等の未収金、平成19年度末2,069万971円に

ついて、引き続きその解消に努めることでし

た。

これらは港湾施設の使用者等の業績不振や

経済的困窮等のために発生しているもので、

現在適切な回収処理に努めているところでご

ざいます。平成20年８月末現在の未収金は1,

791万9,487円で、277万1,484円減少しており

ます。残額についても、引き続き回収に努め

てまいります。

それでは、決算特別委員会説明資料の説明

に入ります。資料の31ページをお開きくださ

い。

31ページから34ページまでが一般会計の歳

入になります。

分担金及び負担金においては、不納欠損、

収入未済はありません。

港湾ダイオキシン対策事業費負担金の予算

現額に対する収入減は、繰り越し及び事業の

一部未実施に伴うものでございます。

32ページに移らせていただきます。

使用料及び手数料のうち、港湾区域占用料

の収入未済が224万3,000円あります。これは

申請者の業績不振によるものです。

32ページから33ページにかけて、国庫支出

金において不納欠損、収入未済はありませ

ん。予算現額に対する収入減は、主に繰り越

しに伴うものでございます。

33ページに入ります。

財産収入の土地貸付料において、収入未済

が18万3,000円あります。これは百貫港の土

地貸付料の未納によるものです。

繰越金においては、不納欠損、収入未済は

ありません。

34ページに移らせていただきます。

諸収入の雑入において、収入未済が27万3,

000円ありますが、これは過年度調定の港湾

区域占用料が未納になっているものです。

過年度収入も、予算現額に対する収入増

は、過年度事業における国庫補助精算金の内

示増によるものです。

35ページをお開きください。

一般会計の歳出になります。

港湾管理費における不用額32万5,000円

は、経費の節減等に伴う執行残です。

港湾建設費における不用額３億781万5,000

円は、事業の一部未実施及び国の内示減によ

る執行残です。

空港管理費の不用額413万9,000円は、入札

残及び経費節減等による執行残です。

36ページに移らせていただきます。
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災害復旧費及び諸支出金には不用額はござ

いません。

37ページをお開き願います。

港湾整備事業特別会計の歳入になります。

使用料及び手数料において、地方港湾使用

料と重要港湾使用料の収入未済が1,486万9,0

00円あります。これらは港湾施設使用申請者

の業績不振によるもので、これまでに地方港

湾使用料、重要港湾使用料合わせて184万6,0

00円収入済みです。

また、重要港湾使用料において不納欠損が

あります。これは、港湾施設使用者が不渡り

を出し倒産状態で、連帯保証人も自己破産を

しており、残存資産もなく債権回収は不可能

であったため、滞納処分の執行停止及び納税

義務の即時消滅を行い、不納欠損を行ったも

のです。

次に、諸収入に移らせていただきます。

雑入、熊本港旅客ターミナル内レストラン

の電気及び水道代における収入未済312万3,0

00円は、事業者の業績不振によるものです。

38ページに移らせていただきます。

県債及び繰越金に係る不納欠損、収入未済

はありません。

39ページをお開きください。

歳出に移ります。

施設管理費における不用額1,029万1,000円

は、経費の節減等による執行残です。

公債費における不用額1,000円は執行残で

す。

40ページに移らせていただきます。

40ページから41ページが、臨海工業用地造

成事業特別会計の歳入になります。

財産収入、繰入金、諸収入及び繰越金と

も、不納欠損、収入未済はありません。

42ページをお開きください。

歳出になります。

熊本港臨海用地造成事業費の不用額236万

4,000円は、経費節減に伴う執行残です。

公債費における不用額1,000円は執行残で

す。

以上で一般会計、特別会計の歳入、歳出の

説明を終わります。

続きまして、繰り越しについて御説明申し

上げます。お手元の附属資料の37ページをお

開きください。

港湾課における繰越事業でございます。

これらは、繰越理由欄に記載しております

とおり、地元との調整に不測の日数を要した

ため、やむなく次年度へ繰り越したものでご

ざいます。繰り越した工事２カ所のうち、９

月末現在で１カ所が完了しております。

続きまして、66ページをお開きください。

県有財産の処分では、百貫港要江地区県有

地を３筆、1,621万9,488円で売却しておりま

す。ただし、１筆のみ分割納付となっていま

すので、平成19年度の収入は1,258万5,488円

となっています。

以上で港湾課の説明を終わります。どうぞ

よろしくお願いいたします。

○船原都市計画課長 都市計画課長の船原で

ございます。

課内室となっております景観公園室もあわ

せまして説明させていただきます。

本年度の監査における報告・公表事項はご

ざいません。

まず、歳入関係でございますが、決算特別

委員会説明資料の43ページから46ページに記

載しております。

内容につきましては、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、国庫支出金、寄附金、繰

越金、諸収入でございます。いずれも不納欠

損額、収入未済額はございません。

45ページをお願いいたします。

最上段、国庫補助金の計でございますが、

予算に対しまして５億2,975万5,000円の減と

なっておりますが、これは平成20年度への繰

り越しのためでございます。

46ページをお願いいたします。
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寄附金の項目で、予算に対しまして3,912

万8,000円の増となっておりますが、これは

財団法人くまもと緑の財団解散時の清算額増

によるものでございます。

次に、歳出についてでございますが、47ペ

ージから49ページに記載をさせていただいて

おります。47ページをお願いいたします。

上段から４段目、景観整備費の不用額265

万5,000円は、経費節減に伴う執行残による

ものでございます。

48ページをお願いいたします。

上段から２段目、都市計画総務費の不用額

283万2,000円は、経費節減に伴う執行残によ

るものでございます。

以上が一般会計における歳入、歳出でござ

います。

次に、翌年度への繰越事業につきまして

は、附属資料の38ページから40ページに記載

をさせていただいております。

40ページの最下段、都市計画課の繰越額計

は12億1,160万円でございます。繰り越しの

主な理由は、関係機関との協議に時間を要し

たこと、また、補償交渉や用地交渉等に日数

を要したことなどでございます。

以上が都市計画課の平成19年度決算に関す

る概要でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○佐藤新幹線都市整備課長 新幹線都市整備

課長の佐藤でございます。

それでは、新幹線都市整備課の歳入歳出決

算について御説明いたします。

まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。

続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。説明資料の50ページをお開きくださ

い。

まず、歳入についてでございますが、50ペ

ージの分担金及び負担金、それから51ページ

の国庫支出金、財産収入、それから52ページ

の繰越金、諸収入、これらはいずれも調定額

どおり収入済みでありまして、不納欠損額、

収入未済額はございません。

続きまして、歳入でございますが、51ペー

ジをお願いいたします。

国庫支出金でございますが、これは予算現

額に対し収入未済が18億9,011万8,000円の減

額になっておりますが、これは事業費の20年

度への繰り越しに伴うものでございます。

それから、51ページの一番下の土地貸付収

入の125万427円は、在来線移設工事業者への

現場事務所用地として県有地を貸し付けたも

の等でございます。

次に、52ページをお願いいたします。

諸収入の中で、53ページの１行目の新幹線

附帯工事受託事業収入について、これは予算

現額に対し収入済額が445万9,000円の減額に

なっておりますけれども、これは受託事業の

執行残に伴うものでございます。

次に、54ページをお開き願います。

これから歳出について御説明を申し上げま

す。

上から４段目の新幹線建設促進事業費です

けれども、これは主に鉄道・運輸機構の事業

執行の関係で、20年度への繰り越しが１億2,

295万3,000円出ております。また、18年度か

ら繰り越していた事業費が確定したことなど

に伴いまして、2,888万5,000円の不用額が出

ております。

次に、都市計画費についてでございます

が、予算現額162億5,013万3,000円に対しま

して125億2,422万1,000円の執行で、37億2,5

91万2,000円の繰り越しが発生しておりま

す。

次に、繰り越しについて御説明いたしま

す。附属資料の41ページをお開き願います。

最上段の九州新幹線建設事業費負担金の繰

り越し、１億2,295万3,000円でございます

が、これは先ほど申し上げましたように、鉄

道・運輸機構の事業費繰り越しに伴う県負担
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金の繰り越しでございまして、この主な理由

としましては、玉名市平野部、それから熊本

市北部及び富合車両基地等において、用地取

得に時間を要し、工事着工がおくれたことに

よるものでございます。これにつきまして

は、現在繰り越し分の執行はほぼ完了してい

るというふうに聞いております。

また、２段目以降につきましては、いずれ

も県施工事業の繰り越しでございまして、連

続立体交差事業に伴う撤去を行っております

陸橋の迂回路対策について、安全性を確保す

るため関係機関との協議及び工程調整に時間

を要したことによるものと、それから、熊本

駅周辺の街路事業で用地取得に時間を要した

ことが主な原因で、やむなく繰り越したもの

でございます。いずれも現在は順調に進捗し

ておりまして、繰り越した事業費につきまし

ては年度内執行の見込みでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○中庭下水環境課長 下水環境課の中庭でご

ざいます。

まず、定期監査におきます公表事項はあり

ません。

続きまして、決算について御説明いたしま

す。説明資料56ページをお願いします。

56ページから58ページまでが一般会計の歳

入で、不納欠損額、収入未済額はありませ

ん。

56ページの下から２段目の国庫補助金が、

予算に対し２億8,684万7,000円の減になって

おりますのは、主に57ページの上から３段

目、４段目、５段目に書いてあります団体営

農業集落排水事業費補助、それから県営農業

集落排水事業費補助、それから５段目の漁業

集落環境整備事業費補助によるものの繰り越

しによる減でございます。

59ページから60ページは、一般会計の歳出

でございます。

59ページの上から３段目の環境整備費の不

用額5,706万3,000円につきましては、浄化槽

設置者に補助を行う市町村に対し、国費とあ

わせて県費補助を行うもので、個人の浄化槽

設置が見込みよりも少なかったということで

ございます。

次に、流域下水道事業特別会計について御

説明申し上げます。

61ページから63ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入で、不納欠損、収入未済額

はありません。

61ページの一番上の段の分担金及び負担金

ですが、予算に対しまして１億7,641万5,000

円の増となっておりますのは、流域下水道へ

の流入量が見込みよりも多かったことによる

市町村からの維持管理負担金の増でございま

す。

また、62ページをお開きください。

一番上の国庫支出金で、予算に対しまして

２億9,603万7,000円の減となっておりますの

は、流域下水道建設事業の繰り越しに伴うも

のでございます。

63ページの上から５段目の県債でございま

すが、予算に対しまして１億100万円の減と

なっておりますのは、流域下水道建設事業の

繰り越しに伴うものでございます。

次に、一番下の繰越金でございますが、予

算に対し11億6,318万7,000円の増となってお

りますのは、前年度からの繰越金の増による

ものでございます。

64ページをお願いします。

歳出でございます。

一番上の段の不用額、1,687万5,000円は、

熊本北部、球磨川上流及び八代北部流域下水

道の維持管理費に係る工事費の執行残に伴う

ものでございます。

以上で一般会計、特別会計の歳入、歳出の

説明を終わらせていただきます。

続きまして、繰り越しについて説明いたし

ます。
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附属資料の43ページから45ページまでが、

下水環境課における繰越事業でございます。

一般会計におきまして、43ページの一番下

にありますが、５カ所で３億5,650万円、そ

れから、44ページから45ページまでの特別会

計において、45ページの一番下にあります

が、11カ所で４億9,765万円の繰越額がござ

います。湧水発生対策、多数の相続人に係る

登記手続、処理方式変更に伴う機器使用の見

直し及び施工方法の再検討等に不測の日数を

要したため、やむなく繰り越したものでござ

います。

以上で下水環境課の説明を終わります。よ

ろしくお願いします。

○生田建築課長 建築課長の生田でございま

す。

まず、本年度の定期監査の結果についてで

ございますが、公表事項はございません。

続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。

歳入でございますが、決算特別委員会説明

資料の65ページをお願いいたします。

歳入の内容につきましては、67ページにか

けまして、分担金及び負担金、使用料及び手

数料、国庫支出金、繰越金及び諸収入でござ

います。このうち、65ページからの使用料及

び手数料について、主なものを御説明いたし

ます。

65ページ５段目の土地開発行為許可申請手

数料につきましては、予算現額に対しまして

662万3,000円の増になっております。これは

開発行為許可の申請件数が見込みよりも多か

ったためでございます。

次に、６段目の建築確認申請手数料につき

ましては、予算現額に対しまして711万4,000

円の減になっております。これは建築確認の

申請件数が見込みよりも少なかったためでご

ざいます。

なお、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。

続きまして、歳出について御説明いたしま

す。説明資料の68ページをお願いいたしま

す。

土木総務費の不用額6,561万4,000円につき

ましては、県有施設における緊急的な修繕費

が見込みより少なかったこと並びに県有施設

の改修等に係る工事請負費、設計管理委託費

の入札残でございます。

次に、建築指導費の不用額1,815万円につ

きましては、当課所管の法令に基づく確認検

査事務等に要する費用における経費節減に伴

う執行残でございます。

続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。別添附属資料の46ページをお願いい

たします。

１段目の県有施設保全改修費につきまして

は、球磨総合庁舎の屋根がえ改修等工事の費

用と、これに係る管理委託費を合わせた1,51

1万5,000円を繰り越したものでございます。

２段目の民間建築物アスベスト緊急改修促

進事業につきましては、熊本市の補助事業が

繰り越したために、県の補助金100万円を繰

り越したものでございます。いずれも既に完

了しております。

以上で建築課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。

○小林住宅課長 住宅課長の小林でございま

す。よろしくお願いいたします。

お手元の決算特別委員会説明資料の説明に

入ります前に、今年度の定期監査の報告・公

表事項につきまして御説明を申し上げます。

報告・公表事項は、県営住宅使用料等の未

収金２億4,741万8,349円については、改善が

見られるものの、引き続きその解消に努める

こと、なお、長期滞納者に対する取り組み

で、長期間取り組みが行われていない事例が

一部見受けられたので、取り組みを強化する

ことでございます。
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県営住宅の使用料の未収金の原因といたし

ましては、公営住宅制度が、入居対象者を住

宅に困窮する、いわゆる低額所得者としてお

りまして、昨今の厳しい経済状況による収入

の低下によりまして生活困窮等が加わったも

のと考えられることや退去滞納者分が未収金

の66％を占めていることでもあります。

今後とも、滞納対策といたしまして、口座

振替の促進等による滞納発生の未然防止や短

期滞納者への早期の納入指導、さらには、支

払いに応じない悪質な長期滞納者に対する法

的措置の実施等に引き続き取り組み、未収金

の解消に努めてまいります。

特に、長期滞納者に対しましては、６カ月

以上または10万円以上の滞納者に対しまして

即決和解及び明け渡し訴訟の提起、さらに、

判決を受けた者及び和解条項に違反した者に

対する積極的な強制執行を行うなど、滞納解

消策を講じて取り組みの強化を図っていると

ころでございます。また、退去滞納者対策に

つきましても、訪問徴収や退去先不明者の所

在調査等、引き続き滞納解消に積極的に取り

組んでまいります。

それでは、決算特別委員会説明資料の説明

に入らせていただきます。

まず、歳入関係でございますが、説明資料

の69ページをお開きください。

歳入につきましては69ページから後となっ

ておりますが、まず、69ページの２段目の県

営住宅使用料でございます。

収入未済額が、先ほど申し上げました２億

4,722万5,000円となっております。この理由

といたしましては、今年度の定期監査の報

告・公表事項でも申し上げましたとおり、入

居者の生活困窮あるいは退去滞納者の未収等

によるものでございます。

なお、県営住宅使用料の未収金のうち、本

年８月末までに2,510万円が収入済みとなっ

ておりまして、同日時点で未収額は２億2,21

2万4,000円となっております。

また、不納欠損額につきましては2,331万

6,000円でございますが、これは退去後の所

在不明や死亡等により時効になったものでご

ざいます。

なお、予算現額との比較で2,149万1,000円

の増となっておりますのは、督促等の強化に

よりまして収入済額が見込みを上回ったため

でございます。

次に、同じく３段目の県営住宅用地の使用

料でございます。

予算現額と収入済額との比較で、705万9,0

00円の増となっております。これは主に駐車

場使用料の収入済額が見込みを上回ったため

でございます。

次に、国庫支出金ですが、70ページをお開

きいただきたいと思います。

最上段の地域住宅交付金で、予算現額と収

入済額との比較で3,591万2,000円の減となっ

ておりますのは、繰り越し等に伴うものであ

り、２段目の各種住宅施策事業費補助で439

万9,000円の減となっておりますのは、民間

事業者に対する補助金が減少したことに伴

い、国庫補助金の受け入れが減少したためで

ございます。

次に、４段目の財産収入の土地貸付料の収

入未済額が19万3,000円となっております。

これは債務者の生活困窮によるものでござい

ます。現在、県外に在住しておられます債務

者を訪問いたしまして督促等を行っておりま

すが、未収金の解消に至っておりません。今

後も、引き続き、債務者への訪問や電話、文

書等による督促を行い、未収金の解消に努め

てまいります。

次に、71ページでございますが、４段目の

県営住宅敷金運用利子、予算現額との比較の

330万7,000円の増でございますが、これは運

用利子の上昇に伴うものでございます。

次に、６段目の雑入において、予算規模と

の比較で1,160万2,000円の増となっておりま

すのは、平成18年度に県営西戸島団地で火災
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が発生いたしましたが、この火災復興建築助

成金の受け入れが平成19年度にずれ込んだも

のでございます。

次に、歳出につきまして御説明申し上げま

す。72ページをお願いいたします。

２段目の住宅管理費の不用額、1,430万8,0

00円となっております。これは、管理事務費

におきまして、即決和解の実施及び高額訴訟

対象者の自主退去に伴い、訴訟件数が見込み

より少なくなったことによる事務費の執行残

等でございます。

また、３段目の住宅建設費の不用額3,313

万8,000円につきましては、公営住宅建設事

業、公営住宅ストック総合改善事業の入札に

伴う執行残及び高齢者向け優良賃貸住宅供給

促進事業において、民間事業者からの補助申

請額が見込みより少なかったことによるもの

でございます。

最後に、繰り越しについて御説明申し上げ

ます。附属資料の47ページをお願いいたしま

す。

最下段でございますが、繰越額の合計6,45

0万2,000円の繰越額がございます。これにつ

きましては、民間事業者が建設いたします高

齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業の３件で

ございます。

繰り越しの主な理由といたしましては、建

築基準法改正に伴い、構造計算適合性判定制

度の導入等、構造規定の大幅変更が行われ、

確認申請の事前協議等に不測の日数を要した

ことなどによりまして、やむなく次年度に繰

り越したものでございます。今年８月末まで

に３件とも完了いたしております。

以上で住宅課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。

○福岡砂防課長 砂防課長の福岡でございま

す。

まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。

続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。説明資料の73ページをお願いいたしま

す。

まず、歳入につきましては、73ページから

75ページまででございます。

73ページの分担金及び負担金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。

次に、73ページ最下段の国庫支出金でござ

いますが、予算額に対しまして18億6,969万

5,000円の減となっておりますのは、20年度

への繰り越しに伴うものでございます。

次に、75ページ中段の繰越金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。

続きまして、諸収入についてでございます

が、そのうち雑入につきまして24万9,000円

の不納欠損額がございます。これは、請負業

者の倒産により契約を解除した際、既に支払

い済みの前払い金に対して出来高不足分の返

納金が生じまして、その返納金に係る利息分

が未収となってしまったもの、破産手続によ

る法人登記簿閉鎖を受けまして不納欠損処分

を行ったものでございます。

次に、歳出につきまして御説明いたしま

す。

76ページから77ページまででございます。

砂防費につきましては140万8,000円の不用

額を生じておりますが、これは経費の節減等

に伴う執行残でございます。

続きまして、繰り越しについての御説明を

申し上げます。

附属資料の48ページから57ページにかけ

て、砂防課の繰越事業を記載しております。

57ページの最下段のとおり、合計で104カ

所、35億3,501万円の繰越額を生じておりま

す。繰り越しの主な理由といたしましては、

地元関係機関との調整や用地交渉の難航等の

ために不測の日数を要し、やむを得ず次年度

へ繰り越したものでございます。
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以上で砂防課の説明を終わらせていただき

ます。よろしくお願いいたします。

○早川英明委員長 以上で土木部の説明が終

わりましたが、しばらく休憩をしたいという

ふうに思います。どうぞ執行部の皆さん方も

ゆっくりやってください。

午後２時00分休憩

午後２時６分開議

○早川英明委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を開きます。

説明が終わりましたので、質疑の方を、佐

藤先生、この前何か土木の方に聞かなんとお

っしゃっとったけん……

○佐藤雅司委員 もうわかりましたから、質

問はいたしません、あの件は。

○井手順雄副委員長 １点だけ。

部長の方が、概要説明の中で、19年度決算

委員会において指摘事項のあったときの対応

の措置について「地域の重要な産業である建

設業は、公共事業の減少に伴い、厳しい状況

にあることから、発注制度全般の見直しに取

り組む」ことというような指摘を受けられ

て、それに随時取り組んでおるというような

冒頭の御説明がございました。

しかしながら、私、この問題に関しては私

のテーマとしてやっていく中で、なかなか仕

事が減ってくる中で、この入札制度というの

は業界にとっては大変厳しい制度であるとい

うような認識があるわけですね。

ですから、業界の方々も、今後、この予算

額というのはどんどん減少されるというのは

もうわかっとんなはるです。この厳しい熊本

県財政から見たら、ないそでは振れないと。

しかしながら、そういう中で何とか入札制度

をどうにか改善して、やはり業界の方々が最

大公約数で納得できるような制度にしていく

のが土木部の使命だろうと私は思っておりま

す。

そういう中で、１つずつ具体的に取り上げ

るならば、事前公表のあり方だとか、総合評

価の内容の充実等々というのを私は強く要望

しているつもりでありますけれども、なかな

かそれをしていただけない。しかし、国交省

においては、事前公表もやっていないし、総

合評価においてももう少し詳細にやっておら

れる。そういうのを、悪いところだけ見習っ

て県はやっているような気がしてどうしても

ならぬわけであります。

そういったところで、天野次長にお聞きし

ます。

国から来られて、やっぱりそういう制度を

見て、国の目から見た場合、国の政策をする

ところから来て県の状況を見た場合、どうい

った感じがするのか、どういった思いがある

のか、どうやって今後その入札制度の改善を

していったらいいのか、この辺を天野次長に

お聞きしたいと思います。

それともう１点、次長は、国から来て次長

で今座っておられますけれども、どういうお

仕事をされているのか、あわせてお聞きしま

す。

○天野土木部次長 天野でございます。御指

名ですので、座ってしゃべらせていただきま

す。

御質問は２点あったかと思いますが、１点

目の御質問につきましては、私も国から出向

してきておりますが、県の職員として答えさ

せていただきたいと思っております。

総論として、地域の重要な産業、特に建設

業につきまして、その技術と経営にすぐれた

企業が育成されるように、我々制度をつくっ

ていかなければならないというふうに考えて

おるところでございます。

その中で、県の今の制度、個別に具体的に

は申しませんが、制度の中で改善すべきとこ
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ろは改善していく必要があるのだろうという

ふうに思っております。私も、来てまだ３カ

月強ですけれども、その中で必要なものにつ

いては内部でもいろいろ議論してまいりたい

というふうに考えておるところでございま

す。

２点目の次長はどういう仕事をしているか

ということでございますが、私の仕事の範囲

は、土木の中に課がたくさんあるわけでござ

いますが、その中で建築部門につきましては

岩下次長がおられますので、それ以外の土木

関係の各課の仕事の総括をさせていただいて

おるということでございます。

詳しく課の名前を１つずつは列挙いたしま

せんが、その中で特に重要な問題、課長の判

断には余るということについて、私が入って

一緒に議論させていただいているというのが

私の仕事の主な内容でございます。

以上でございます。

○井手順雄副委員長 これはもうこれで終わ

りますけれども、ほかの課の次長さんたち、

課長さんとともども、我々のレクのとき、レ

クというか、質問があるときには来ていただ

きます。しかし、天野さんは一回も見たこと

がございません。ほかの委員の方々も、そう

いった思いでするならば、皆さんも会ってい

ないと思うんですね。もう少し、やっぱりい

ろんなレクの中で来ていただいて、国は今こ

ういう事情ですよとか、そういう県の中身の

ことではなしに、もうちょっと一枠大きい国

の政策の中での県のあり方とか、県の制度の

問題だとか、そういうのもやはり委員さんた

ちにいろいろお示しいただければ、もう少し

枠が広がっていって皆さん方の認識も深まる

のかなというふうな思いがしますので、お願

いしたいと思います。

それとまた、制度改正ですな、部長。

これは、やはり今言ったことは喫緊の課題

です。早々にやっていただかなくちゃいけな

いというふうに思いますし、この間の一般質

問の中で、いろんな中身の、工事に対しての

単価だとか、歩掛かりだとか、そのスライド

とか、そういう問題はすぐ対応しますという

ふうなことをおっしゃいましたので、その辺

もあわせて、まあ19年度の話じゃないですけ

れども、よろしく今後ともお願いしたいと。

以上です。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

そうしたら、私が皆さん方のつなぎで、先

ほど部長の概要説明の中に、最後の方ですけ

れども「市街化調整区域内で一定の開発を認

める集落内開発制度の開始により申請件数の

増加が予想されるため、その適切な運用にさ

らに努めるとともに、違反に対しては、実態

を」と、この違反に対してはという、悪質な

ものについては法的措置を含めたということ

ですけれども、その申請が行われれば、どの

ような違反があると想定をされておられます

か。

○早川英明委員長 はい、どうぞ。

○生田建築課長 違反については、主なもの

を言いますと、開発許可を得たときの用途と

違う用途で使っておられるというのが非常に

大きな問題としてありまして、それにつきま

しては、ことしの３月に法に基づく措置命令

を打ちまして、９月末までに改善するように

ということで対応したところでございます。

９月末の状況としましては、ほぼ解消できた

というふうに思っております。

○早川英明委員長 私が今お聞きしたのは、

集落内開発が開始になり、今その申請が多分

多くなるだろうということで、その中での違

反はどのようなものが想定されますかと私は

聞いたわけです。
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○生田建築課長 集落内開発につきまして

は、動き出したばかりでございまして、その

中での違反を特に想定しているということで

はございません。

○早川英明委員長 ございませんか。わかり

ました。

○氷室雄一郎委員 この監査結果公表事項の

中に、住宅課ですが、これは毎年御指摘があ

る未収金の部分だと思うんですけれども、経

済的には非常に厳しい状況になっておりま

す。ここ３年ぐらいの未収金の推移はわかり

ますか。ふえているのか。

○小林住宅課長 住宅課でございます。

いわゆる収納率で申し上げますと、平成19

年度が88.5％、いわゆる収入未済額は先ほど

申し上げましたとおりでございますが、平成

18年度が87.7％、収入未済額に対しまして２

億7,148万2,000円となっております。ちなみ

に収納率だけを申し上げますと、平成17年度

が86.9％、平成16年度が86.7％となっており

ます。

○氷室雄一郎委員 九州各県の状況は、熊本

はどういう状況ですか。わかりますか。

○小林住宅課長 九州各県の……

○氷室雄一郎委員 19年度でいいですよ。

○小林住宅課長 状況でございますが、九州

各県の収納状況につきましては、本県が先ほ

ど申し上げました88.5％でございますけれど

も、一番収納率のよろしいところは、福岡県

が96.8％、長崎県が96％と続いております。

一番収納率の低いのが沖縄県の85.9％という

ことでございます。

○氷室雄一郎委員 90％、非常に高いところ

と比べると、非常に本県は低いわけですけれ

ども、何でこう低いんですかね。

○小林住宅課長 福岡県の方に前に一度お尋

ねしたことがありますが、今現在私どもは、

長期滞納者に対しましては、６カ月以上また

は10万円以上の滞納があった場合に、訴訟の

提起なり即決和解の提起をするということに

いたしております。福岡県さんにお尋ねしま

したところ、福岡県の場合には、滞納が３カ

月でそういう訴訟に持ち込むなり和解に持ち

込むということでございまして、早い時期に

取り立てを行うということになっておりま

す。

○氷室雄一郎委員 一概には、こういう経済

状況ですから、無理という、なかなか難しい

状況が本県にはあると思いますけれども、こ

こに指摘がありますように、長期滞納者に対

する取り組みで、長期間取り組みが行われて

いない事例が見られると、これはどういうこ

となんですか。

○小林住宅課長 長期間取り組みが行われて

いない事例と申しますのは、いわゆる退去滞

納した後、転居先がなかなかわからないとい

うことで、退去滞納者で訴訟等を起こしまし

た人たちにつきましては、かなりその転居先

がわからない方もいらっしゃいます。そうい

うことで、転居先が不明のためになかなか集

金ができなかったということでございます。

○氷室雄一郎委員 他県はさまざまな取り組

みで工夫をされていると思いますので、この

辺は情報収集をしっかりやっていただきまし

て、本県が非常に厳しい状況にあるというこ

とはもう数字の上からそのとおりだと思いま

す。毎回、毎年御指摘の点は、同じことを繰

り返し繰り返し御指摘を受けられて、住宅課
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としても大変御苦労をされていますし、ま

た、県民の皆さんの御事情もあるかと思うん

ですけれども、しっかり徴収率につきまして

は頑張っていただきたいと思っております。

要望事項でございますので、よろしくお願い

申し上げます。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○佐藤雅司委員 せっかく住宅課で、ちょっ

と思い出しましたけれども、あれは３日の日

だったですか、あの引揚者住宅のことなんで

すが、もう既に情報は行っとると思います

が、あれはやっぱりおつくりになるつもりで

すか。

○小林住宅課長 今、委員から御指摘のあり

ました引揚者住宅、いわゆる山の上団地でご

ざいますが、この団地は昭和36年から昭和38

年に建設をされております。ＲＣの３階建て

でございますが、非常に老朽化が進んでおり

まして、外壁の落下あるいは１戸当たりの住

戸面積も28平米しかございません。６畳と台

所があるだけでございます。浴室もございま

せん。それで、団地内に共同浴場がございま

して、それを利用されている状況でございま

す。

また、高齢化も非常に進んでおりまして、

大体平均年齢が70歳を超えているかと思いま

す。そういう中で、階段の上りおりあるいは

住戸内の段差、そういったものに非常に御苦

労されている、居住環境が非常によくないと

いう状況にあろうかと思います。

そういう中で、平成18年に団地内にアンケ

ート調査を行いました結果、健軍団地が平成

15年から16年に建てかえておりますが、団地

の住民の方からもぜひ建てかえてほしいとい

う要望がございまして、それを受けまして平

成19年度に既に基本設計を終えたところでご

ざいます。

そういうことで、ぜひこれにつきましては

建てかえを進めてまいりたいという方向で、

今現在事業化を進めているところでございま

す。

○佐藤雅司委員 先ほど、高齢化が進んで、

それから、かなり老朽化もしているというこ

となんですが、やっぱり引揚者、かなり戦後

62年たっているわけですね。これからやっぱ

り――現在おる人たちについては、確かにお

気の毒で、やっぱり建てかえて、まさに憲法

25条にうたう文化的な生活を送っていただ

く、それは大事なことだろうと思います。

ただ、先の見通しがどうなのかという話な

んですね。今つくって、またそのお子さん

や、次々に入っていかれるということになる

と、それはやっぱりほかの制度とバランスが

悪いんじゃないかなという感じがしてならな

いんです。

おまけに、名前が悪いですよね、引揚者住

宅。それは、もちろん当時はそうだったかも

しれない。それは確かにあれかもしれないけ

れども、もうそういう新しい世紀に入って、

もう少し何か現代に合うような、そして、建

てかえても次の何かにつなぐようなことをし

ないと、どうも今の時代にそういう話が合わ

ないんじゃないかなという、私も感覚的なも

のなんですが、本人たちからすれば、それは

既得権だよという自分の主張があるかもしれ

ませんけれども、もう少し将来の見通しを持

ったものを考えてほしいなというところなん

ですが、その辺、課長さんいかがですか。

どちらにそれは……そういう高い視点から

ちょっと聞きたいんですけれども。

○小林住宅課長 今、委員おっしゃいました

ように、引揚者住宅というのが、県営では、

今の山の上団地、それから、健軍に健軍団地

と南町団地がございました。それで、南町団

地と健軍団地につきましては、平成15年から
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16年に建てかえを行いましたが、この際に公

営住宅として建てかえまして、委員おっしゃ

いましたように、いわゆる健軍団地の場合は

非常にお年寄りが多うございました。そうい

う中で、27戸がもとの入居者に入っていただ

いて、あとの23戸につきましては、できるだ

け若い人たちを入れようということで、子育

て世帯の優先枠を設けまして、いわゆる団地

のコミュニティーを図っていこうということ

で、そういった入居者を募集しております。

今回につきましても、86戸建設をするわけ

でございますが、今後につきましては、そう

いった柔軟な、公営住宅と同じような取り扱

いのできる、一般の方が公募で入居できるよ

うな、そういったシステムをとった住宅にし

ていきたいというふうに思っております。

○佐藤雅司委員 それであれば、早くからそ

ういう説明をされた方がいいと思うんです

が、あるいはそういう人たちばかりの、まあ

言ってみれば専用住宅かなというふうに感じ

るわけですね。だから、やっぱりそうじゃな

くて、そういう方々も、また新しい方々も一

緒になってそこら辺をなじんでいかせるんだ

という説明を早くからしていただければ、我

々はそういう質問をしないんですよ。そうい

うことであれば結構ですけれども。

○早川英明委員長 今のやつですけれども、

そうしたら、一般の方が入居される場合に

は、一般の、普通の県営住宅の家賃、あるい

はまた、その今引揚者という、そういう方々

が入られる場合というのは、同じ間取りで全

然家賃が違うわけですか。

○小林住宅課長 前に建てました、先ほど申

し上げました健軍団地につきましては、公営

住宅として建てかえましたので、全く前の家

賃からかけ離れ――今は大体２万5,000円か

ら３万円台の家賃になっております。

今回、山の上団地を建てかえます場合、今

回の場合は改良住宅として建てかえようとい

うふうに考えておりますが、改良住宅の場合

にも、国の通達によりまして公営住宅並みに

取り扱いができるという通達が出ております

ので、いわゆる入居及び家賃については公営

住宅並みの取り扱いをしていきたいというふ

うに考えておりますので、家賃につきまして

は若干今のよりも高くなるということでござ

います。

○早川英明委員長 そうしたら、引揚者の方

もそれですか。

○小林住宅課長 はい。引揚者の方も、もち

ろん高くなるということになろうかと思いま

す。

○早川英明委員長 というのが、この前の説

明ではそうじゃなかったから、佐藤委員も今

質問をされたんですけれども、この前の私た

ちの資料では3,000円ないし5,000円て書いて

ありましたよ。

○小林住宅課長 今の家賃が大体3,000円の

方、4,500円の方がいらっしゃると。それ

で、公営住宅の場合には、自分の収入により

まして家賃がだんだん変わってまいります。

収入が低い人は家賃を安くできる、収入の高

い人は家賃が高くなるという制度になってお

りますので、一概にこの人は幾らということ

は言えませんが、現在住んでおられる山の上

団地の家賃3,000円からすると高くなるとい

うことは、今後住民の方々にも御説明をして

いきたいというふうに思っております。

○氷室雄一郎委員 僕も、不思議なところな

ものだから見てまいりました。もう既に入居

されておりますが、施設等にお入りになって

いるところも大分あるんじゃないかと思うわ
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けですけれども、ちょっとどういう住宅課の

考え方か、もう少し聞いてみらんとわからぬ

のですけれども、ほかに方法がいろいろある

んじゃないかと思うわけですけれども、じゃ

あ、あそこは非常に土地が広いわけでござい

ますけれども、１棟にまとめたら、あのほか

の土地はもう最高の土地でございますけれど

も、売却なり何らかの有効利用を、ここまで

含めて検討されておるんですか。

○小林住宅課長 土地につきましては社会福

祉課の所管でございますが、私どもは、でき

るだけ有効利用するということで、住宅の高

層化を図りまして、大体今の敷地の半分を利

用する予定でございます。

残りの半分につきまして、産業道路側を残

しまして、今後庁内でその活用策について検

討していくということになろうかと思いま

す。

○氷室雄一郎委員 お住まいの方のちょっと

お話を聞いたんですけれども、非常に期待は

されておるんですが、やはり家賃の問題で、

今3,000円から4,000円、極めて低い入居料を

払っておられるわけです。それが２倍も３倍

にもなっては、非常に私たちの生活は成り立

たないというお話をされておりまして、非常

に悩ましい問題だと思うんですけれども、こ

れから計画は、もう少し私もはっきりお尋ね

せんとわからぬとですけれども、何らかのも

う少し、例えば民間のバリアフリーの住宅も

ありますし、そういうものを活用してあそこ

に――今のところ90数名というお話を聞いた

んですが、実際はもっと少ない人しか現実に

は生活されていない、こういう実態なんです

ね。

だから、果たしてこういう財政難のとき

に、そういうもので太刀打ちできるのかなと

いう考え方を持っておりますけれども、仮に

計画が進められるとすれば、今お入りになっ

ている、もう本当に御苦労されて、何十年と

いう長きにわたり――今どきこんな住宅があ

るのかと、皆さん行かれてみたら大変驚きを

覚える住宅でございますので、そういう方々

の心情も酌んで、やっぱり温かい施策を実行

していただけるかなと。ほかに少しまたどこ

かでお尋ねしてみたいと思います。

○井手順雄副委員長 今の家賃の話ですね。

この間もちょっと話を聞いたんですが、最低

が２万3,000円ぐらいになるとかいうような

……（「3～4000円じゃなかったかな」と呼

ぶ者あり）いや、新しくなったら、最低が幾

らになるのか。それと、今まで現に3～4000

円で住んでいる人たちに対しては、何かその

引揚者何とか、交付金か何か知らぬけれど

も、何かそういう手当がついて結局3～4000

円になるのか、その辺ちょっと聞いたものだ

けん、そこら辺の状況、それを１点。

それと、私も見に行きました。そうした

ら、店舗を、法人税という形の中で３店舗何

か払っていらっしゃるというようなことをお

聞きしたんですが、実際どこもしよんなはら

んですな。そうした場合、今度移転したとき

には、そういう店舗もつくるのか、もしくは

その店舗に対して何らかの補償をしてやめて

いただくのか、そこら辺はどう考えておられ

るんですか。

○小林住宅課長 まず、今御質問のありまし

た店舗の問題でございますが、確かに３店舗

営業をされているというふうには聞いており

ます。いわゆる所管が社会福祉課でございま

すものですから、今社会福祉課の方と話をし

ておりますのは、今後の住宅については、今

の店舗の営業状況からすれば、店舗について

は団地内には建設する方向では今進んでいな

いということでございます。それにつきまし

ては、今後住民の方の理解を得ていきたいと

いうふうに考えております。
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○井手順雄副委員長 何らかの補償――それ

なら、やめてくださいと、営業権というのが

あるわけですね、相手には。それに対して、

それはやめてくださいと言うならば、それに

対しての補償というのが生まれてきますね。

これは通常の社会には。そこら辺も含めて、

今相談されているということで理解していい

ですね。

○小林住宅課長 ちょっとその辺の交渉を社

会福祉課の方でされているものですから、私

は詳しくそこまで存じておりませんが、方向

としては……

○井手順雄副委員長 それは縦割り行政です

よ。

○小林住宅課長 そういう方向で進めていっ

ているはずです。

それから、御質問のありました家賃につい

てでございますけれども、先ほど申し上げま

したように、例を申し上げますと、15年、16

年で建設しました健軍団地につきましても、

引揚者住宅としてその当時は3,000円程度の

家賃でございました。それが現在は大体２万

5,000円から３万円の家賃をお支払いいただ

いている状況でございます。

今回につきましても、家賃を算定いたしま

すと、恐らく２万5,000円から３万円程度の

家賃にはなるであろうと今考えております

が、まだ正式に算定をいたしておりませんの

でわかりませんが、家賃につきましては恐ら

くその程度になるであろうと。ただ、おっし

ゃいましたように、県営住宅等につきまして

は、収入の低い方については減免措置という

ものがございます。そういったものも検討し

ながら進めてまいりたい。

ただ、委員おっしゃいました引揚者に対す

る、そういった何らかの別途の措置というも

のにつきまして、私どもでちょっと存じませ

んので、その辺はまた社会福祉課の方とも協

議をしてみたいというふうに思っておりま

す。

○池田和貴委員 最後にもう１点、今のに関

連してなんですけれども、先ほど佐藤先生の

質問にあったんですけれども、戦後62年たっ

て、引揚者の方々が、そういう住宅があられ

たのは歴史的にあれだと思うんですが、それ

が、その引揚者の方１代に限られるのか、そ

れとも、その後どんどんつながっていくの

か、その辺はどういうふうになっているんで

しょうか。

○早川英明委員長 住宅課長、わかります

か、そこは。

○小林住宅課長 県営住宅の場合は、いわゆ

る入居承継といいますのは、１親等の親族ま

でということになっています。引揚者住宅の

場合にも、恐らくそれに準じて取り扱ってあ

ると思いますが、そこの詳しいことにつきま

しては、また社会福祉の方と協議をいたしま

して御回答したいと思います。

○井手順雄副委員長 大体知っとかないかぬ

もんな、その辺は。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○佐藤雅司委員 河川課長さんにお尋ねをい

たしますが、阿蘇におられましたからです

ね。県で制度は確かにあると思いますが、例

の河川掘削の話ですね。

県管理の中小河川、堆積を、これはどこも

だろうと思いますが、現に財政的な理由で、

制度はありますと、だけどできませんと、こ

ういう話で、最近あんまり余計に雨が降らぬ

から、平成７年――あれは何年だったかな、
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まあこの３～４年ちょっと降らないからいい

と思いますが、ちょっとでかい雨が降ったと

きには、恐らくかなり洪水が出るのではなか

ろうかなというふうに思っております。

かなり堆積して、阿蘇は火山灰がどんどん

どんどん流れ込みます。ですから、かなりや

っぱり堆積しているんですね。この辺を、金

がないからずっともうやめますという話なの

か、ある一定の、どこか条件が不利といいま

すか、これはいかぬというところだとやっぱ

り予算をつけますという話なのか。もうこれ

は２～３年あれしていますが、かなり住民の

皆さんから危ないよ危ないよという話が出て

きておりますが、その辺いかがでございまし

ょうか。

○野田河川課長 先ほどの河川掘削の件でご

ざいますけれども、まず予算の確保という面

で申しますと、県予算が全体的に縮減する中

で、維持費につきましては極力その必要性が

高いものですから、この掘削費につきまして

は、ほとんどまだ減っていないような状況で

ございます。そういうことで、まず予算の確

保については、この掘削費については最大限

河川課としても努力している状況でございま

す。

そういう中でございますけれども、確かに

山から、まあ土砂循環といいますか、渓流か

ら出てきた土砂が勾配が緩くなったところへ

堆積していくという状況はございます。これ

は10の全部の事務所で、少ない予算なんです

が、分け合って、その重要度に応じて、我々

としてはそれを適宜適切にとっておるつもり

でございますが、確かにおっしゃるとおり、

なかなか私たちの目から見ても行き届いてい

ないという状況は、私たち自身もそう思って

おります。

その中で、例えば私たちは、補助事業等で

も工夫してとれないのかとか、そういうとこ

ろも含めて国の方とも相談していまして、こ

の予算の確保に今後も努力していきたいし、

いきますし、できるだけ公平にそういうのが

行き渡るように考えていきたいというふうに

思っております。

○佐藤雅司委員 今決して予算がないわけじ

ゃないと、こういうお話でしたけれども、そ

ういうことは知りませんが、阿蘇は、部長も

おられましたけれども、ほとんど私の知る限

り河川掘削はないですね、阿蘇地域は。ほと

んどないというふうに私は申し上げていいと

いうふうに思いますが、よそはあっているか

もしれませんが、まあ阿蘇のことばかり言う

たっていかぬとですけれども、そういう感じ

がいたしております。

○野田河川課長 事務所ごとの配分の資料を

手持ちで持っていませんけれども、阿蘇は57

年に大きな山崩れがございまして、あの関連

で、その当時発生した土砂について、集中し

て18、19年あたりで関連部分はかなり取って

おるというふうに聞いております。ただ、そ

のほかに多分、そこに集中したおかげで行き

渡っていないのかなという気がしますけれど

も……

○佐藤雅司委員 小国郷だけの話ですよ、そ

れは。

○野田河川課長 阿蘇全体で、そっちの方に

多分大きく予算が要ったので、少し偏りがあ

っておるかもしれないというようなことで想

像しておりますので、そこらあたり調査して

先生の方にまた御報告申し上げたいと思いま

す。

○佐藤雅司委員 わかりました。

○福島和敏委員 大塚港湾課長にお聞きしま

すけれども、八代港の５万トン岸壁、平成24
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年まで５万トン岸壁を完成するということで

着々と進んでいると思いますけれども、この

歳出の中身を見てもよくわからないものだか

ら、お聞きしたいのは、順調に進んでいるか

どうか。

我々が見ると、問題はあの堆積土砂をどう

取っていくかというのが大変問題であると思

いますけれども、ニュー加賀島にもう１段積

むという話と、大築島の北側は順調にいくで

しょうけれども、南側の190億の予算なんか

いうたら、今の予算で何年先になるのかとか

いう問題もあるじゃないですか。

それと、６年間で５万トン岸壁をつくると

いうことの相関関係を考えたら、難しいんじ

ゃないかなという感じしかしないんだけれど

も、現在の進行状況と見通しについてお聞き

します。

○大塚港湾課長 マイナス14メーター岸壁に

つきましては、国施行でございますので、深

くちょっと私も言えないところといいます

か、知らないところもございますが、今のと

ころ計画上は24年というふうに聞いておりま

す。

それと、今の進捗状況というのは、国の方

から聞いていますのは、航路、泊地につきま

しての漁業補償があらましめどはついたとい

うようなことをまず聞いております。

その中で、ちょっと中身的に入りますと、

いわゆる航路、泊地のしゅんせつのやり方

が、いろいろ環境面とかそういうものを考え

まして、ポンプしゅんせつからグラブしゅん

せつに変わるということで、少し事業費が大

きくなるんじゃなかろうかというふうなこと

になっておりますし、その捨て場というの

が、今先生がおっしゃいましたように、いわ

ゆる加賀島とかそっちの方面に捨てるという

ことになりますし、14メーターの岸壁は、全

体計画では２バースあるんですけれども、１

バースだけを今着手しています。その１バー

ス分についての土砂については、加賀島の

１、２、３工区、それとか大築島の北とかで

ある程度処分が可能かなと。

ただ、先ほど言われたように、大築島南に

つきましては、進捗率はまだ24％ぐらいでし

ょうか、というふうな状況ですので、２バー

ス目の着手をするとき、着手といいますか、

工事をやるときには、ちゃんと準備ができる

というような状態になるんじゃなかろうかと

いうふうに今我々は考えております。

以上でございますけれども。

○早川英明委員長 わかったですか。

○福島和敏委員 いやいや、もう難しい。

○井手順雄副委員長 後から説明してよ。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○池田和貴委員 済みません、住宅課にお尋

ねしたいんですが、71ページ。

県営住宅敷金運用利子なんですけれども、

えらいこれは予算規模に対して収入済額が大

きくなってきて、これは運用金利上昇に伴う

増と書いてあったばってん、これだけよか運

用先があるなら、ほかのところとも一緒にす

ればよかったばってん。これは幾らを何％で

運用しとっとですか。

○小林住宅課長 これは敷金を運用している

わけでございますが、平成18年度の金利が0.

427％であったと。それが平成19年度0.850％

になったということで、これだけの運用利子

が出たということでございます。

○池田和貴委員 これは何で運用したっです

かね。多分、行政だけん、元利を割り込むよ

うなところでは運用せぬとは思うばってん。
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○小林住宅課長 申しわけありませんが、運

用につきましては会計課の方で一括してやっ

ておりますので、私どもの方で何に運用した

かというのはちょっとわからないところでご

ざいます。

○早川英明委員長 それなら、会計課、どう

ぞ。

○藤本会計課長 会計課でございます。

資金運用につきましては、歳計現金、それ

から、基金、歳計外現金、この３つの現金が

ございますけれども、これを合わせて一括し

て運用を今やっております。

従来は、先ほど0.4程度の話がございまし

たけれども、店頭金利の運用をやっとったん

ですけれども、18年度の途中から市場金利―

―これは市場金利というのが、先ほど0.8程

度の利率という話でございましたけれども、

要するに銀行間の運用ですね。そこら辺を、

いわゆる入札、引き合いをやりまして、高利

で運用ができているということでございま

す。大体、店頭金利に対しまして、２～３倍

の利率が期待できるというものでございま

す。

○池田和貴委員 ありがとうございました。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○早田順一委員 細かいことで済みません。

19ページの道路保全課で、８番の道路美化対

策事業費で４億3,900万円組んでありますけ

れども、これは要は道路の管理で草刈り等の

費用だというように思いますけれども、非常

に今お金が財政難ということで、草刈りの状

況というのがなかなか――今まで年に何回切

られていたかわかりませんけれども、今は何

か年に１回だというように聞いておりますけ

れども、その辺で地域によっては、自分たち

でされるところ、それから、しゃんむり県の

道路だから県にさせないかぬというようなと

ころ、さまざま地域で差がありますけれど

も、今後、こういった問題がそれぞれの地域

振興局で出てくるかと思いますけれども、対

応としてはどのようにされていくんでしょう

か。

○西山道路保全課長 今の委員の御質問でご

ざいますけれども、確かに、今おっしゃるよ

うに、大体年に１回を基本としております。

特に必要な場合については２回やったりと

か、その都度やったりもしておりますけれど

も、それだけ厳しくなっているということで

ございます。

また、民間団体の方でロード・クリーン・

ボランティアというのがございまして、今22

5団体ですか、19年度末で約8,000人ぐらいで

すか、その方々たちでもって道路の安全なと

ころの除草等は行っていただいております。

今後、多分道路維持管理については、極端

には予算は落ちてこないものだろうと思って

おりますが、厳しい財政状況でございます

が、その中で、やはり知恵を出し合いながら

やっていきたいというふうに思っておりま

す。

○早田順一委員 この間、ちょっと無理を言

うて職員さんに切ってもらったところがあっ

たんですよ、そういうことが。切らすとき

に、その職員さんが――今、草刈り機は使う

といかぬごつなっとっとですか。かまで切っ

てきたて言いよんなはったけん。(「なかっ

たんだろたい」と呼ぶ者あり）いや、決まり

じゃ何かあるて言いよんなはったけんです

ね。

○西山道路保全課長 以前は、機械を使うこ

とはできないということでございましたけれ

ども、基本的にはそういう話だと思います。
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○早田順一委員 職員さん方は機械を持っち

ゃいかぬというふうに、ある程度内々で決ま

っとるわけですね。

○西山道路保全課長 昔、振動病関係がござ

いまして、要するに、そういったやつはなる

べく使わないようにというような話を聞いて

おります。

○早田順一委員 毎日使う人はそうでしょう

けれども、たまにのときには――わざわざか

までされていて大変だなと思ったものですか

ら。

以上です。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり)

○早川英明委員長 それでは、ほかに質疑が

ございませんようですから、なければ以上で

土木部の審査を終了いたします。

次回は第５回になりますけれども、来週の

金曜日、10月17日午前10時から開会をし、警

察本部、出納局、各種委員会等の審査を行

い、午後から教育委員会の審査を行いますの

で、ひとつよろしくお願いを申し上げます。

それでは、これをもちまして第４回決算特

別委員会を閉会いたします。

午後２時48分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

決算特別委員会委員長


